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明治の社会主義ね}
第1 労棟)時間の制限

第2 労働者の組合を設くること’ .
•第3 賞 銀 を 増 加 す る こ と . ^
第4 組合保護法を設くるとと 

第5 労働者各白の道徳を高t f るとと 

m e 資本家は利益の幾部を労閣I者に分与するとと 

@货民救助策 ；

◎無能力の货民救済策

市町村費を以て救助すること ’
◎l i能力に非ざる貧民救済策.

第 1 移住

第g 条例を設け，怠情に原囚せる貧民を罰すること 

これによってみると，箸者のいう社会主義は，社会政策を意味するものであることがわかる。

以上，明治25年を中心として，日本の資本主義が，本源的蓄積の時代を終り，産業革命を前にし 

て，産業資本主.義の本格的な靠あけの時代を迎えて，社会政策の必要がようやく叫ぱれ，高島炭鉱 

事件をはじめとする社会問題の発生を背景として，ヨーロッバ社会主義思想の流入がどのような形： 

をとったかを，石谷斎蔵, 斯波貞吉および桜弁吉松の諸著作を通じて追求してきた。共適してみら. 
れる特徴は，この明治25年の時期に，ヨーロッパの社会主義は，きわめて不完全な形ではあったVこ. 
せよ，より体系的に紹介されたことである。つぎにこの時期に，これらの著者ナキちのいわゆる社会 

主義は, 主としてドイツ廣史学派の著作の影響下に，まさに社会政策を意味していたことである。 

そして第3 に，資本の本源的蓄積期における労働問題は，貧民間題としてあらわれ，その社会主義. 
の目的は，貧民の救済にあった。それゆえに，国民新聞は，「明治政府の社会主義J と題して，窮民 

救助法を論じ，同じく国民新聞もまた，「政治上に於ける社会主義」と題してつぎのように述べてい 

ることは，当時の社会主義認識がどのようなものであるかを代表的に物語っているように.思われる， 

•■社会主義は，人の自由を海はんとするに非ず, 人に平等を与えんとする也。社会の一半に幸ひ 

せずして全局に幸ひせんとする也。勝利は強者に属するを説かずして，受るものギりも，与ふる 

ものは福なるを説く也。

其の発して政治上社会上の現象となるもの，無月謝教ま也，即ち建個の国民教會也，所得税遞 

加法也，撰举権拡張也, 労働者保険法也，職工条例也，婦人，老者，幼者に関する諸取缔規則也，(31)
養老院，教t ‘院，遣産相続也，其他一切の町村，府県的社会制也，若しくは国家的社会制也J。

ごこにいう社会生義が，社会政策をふくむいわゆる社会改良であることがわかる◊明治30年代にお 

ける社会主義が，ほとんど無政府主義と同意義であったのと比べると，まさに対照的であるといえ- 
よう。 (経済学部教授）

注(31〉 同上，け3K。

I

14(76)

II
が：

IIIImm

雇 用 創 出 政 策 の 成 立

大 島 通 義

I 1932年 1月〜5 月

( 1 ) 雇用創出論の登場

( 2 ) 雇用創出政策への模索 

n 1932年6 月〜1933年 1 月
( 1 ) 租税証券政策の成立

( 2 ) パーペン計画から緊急計画へ . 
m 1933年2 月〜5 月

 展用創出政策の成立 -

<Arbeitsbeschaffung>肩用機会の創出若しくは労働振與といった意味のこの•葉が公式の政治厢

語として使われるようになるのは，1904年のプロイセン商業大臣の回状以来のことだと言われてい
( 1 ) ■
る。第一*次世界大戦の後，1926年の経済の後退，失業が増大する状況のなかで，この言葉はあらた 

めて人々の想起するところとなり，その後大恐慌の過程を経て，雇用創出政策はひとつの新しい政 

策上の美験と理解されるようになった。これに類する事例として，日本については時局国救政饿を, 
アメリカについてはニュー，ディ一ルを拳げることができる。この経験の定着したものとして，我 

々は，第二次大戦後，旣に社会的信条体系の一環にまでなった「完全雇用政策J を見ることができ 

るであろう。 この一連の過殺のなかで， ドイツの場合， 「雇用創出計画」はヒットラー政権の成立 

と切り離しがたく結びつけられている。この論稿は，大恐慌下のドイツの財政過程の研究の一^環と 

して，雇用創出政策が統治するものの側からも統治されるものからも容認されるに到る過程Iを考察 

する。対象とされる時期は，主として1932年 1 月より1933年 5 月末まで，プリューニンク政権の， 

末期からヒットラー政権の初期，第一次ラインハルト計画が公表されるまでの時期に限られる。

エ 1932年 1 月〜 5 月

(1 ) 雇用創出論の登場

プリューニンクHeinrich B r iln in g政権の内部で雇用創出政策が論議0 対象とされためは，1930
注（1 ) Arheitslosigkeit und offentliche Arheiten, hr恥  v. InternatiOnalen Arbeitsamt, Genf 1931, S. 46〜7.
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棘 - , この政権が成立して直後の時期と，I932年 1 月末以後同政権失脚に至る数力；Hとにおいてで 

.あった。

1930年 5 月より7 月の間の閣譲においては，外債発行によって調達された資金によるr生産的」 

もしくは収益的な公共投資の拡大が魔々議題とされているのを見ることができる。主としてその計 

画は，国有鉄道と郵便事業の発註増加によって失業労働力を吸収しようとしたもめであった。また，

後にヒットラ一政権のもとで実現されたア、ク_  ンの原案が，この時点では，通行料金徴収によ
(2 )

る自償的公共事業として実行可能か否かが検討されている。更に，後に雇用創出政策遂行の主要な 

.機関となるドイツ公共事業会社 Deutsche Gesellsehaft fiir  Offentliche Arbeiten A.G. (略して 5ffa)
( 3 )  __

が設立されたのは，上記の一連の政策換射の結果に他ならない。

しかし，この時期のプリューニ ンク政権の雇用創出政策への関心は，夏以後翁、速に薄れてゆく。

9 月のライヒ譲会選举によるナツィス及び共産党の進出とこれに伴う政治的不安定化，恐慌の作用

の一層の激化という状況のなかで，プリューュンク政権は，賠償問題の最終解決へとその政策関心
( 4 )  ..

のすべてを集中していったからである。ますこ, O ffaにしても，とうした政策路線による制約の他に， 

外債による資金調達が不可能になったことと，ライヒと州の統治機構上のニ元性に因するライヒ 

政府とプロイセン政府の権限争いに巻込まれて，事実上殆ど活動し得ない状況に置かれたのであ
イ5) i
る。これが新たな役割を担って再び登場するに至るのは, I 932宇夏以後のことになる。

ところで，プリューニンク政権は，1931年末までに四次に直る大統領緊急令によってデフレ政策 

.として恐慌対策を進める一方，対外交渉によって賠償廃棄の必要について債権国の;#門家委員会の 

認をかちとり，ローザンヌ会議における政治折衝を待つのみとい,う段階に達していた。こうして， 

1932年 1 月末より政権内部において雇用創出による経済回復の政策が再度梭时されるに到るのであ 

るが，この過程を明らかにするのに先立って，当時政権の外部において盛ん:e ちった政策転換の耍

:求について概観しておくこととしたい。

大恐慌の時期に雇用創出を財政経済政策上の要求として提起した最初の例は，1930年春に公刊さ
(6 )

:れた社会民主党系の三つの労働組合による共同の覚書r経済状態，資本形成♦財政J であろう。こ 

.の覚書は, 資本の蓄積のために税負担や社会保險料負担の軽減，従って政府支出の削減を要求する

注（2 ) 特に，1930年 5 月 1 9日， 6 月 5 日および同1 3 日の閲議議，ほを参照。Bundesarchiv (BA) ,  R43I/1443, D783692- 
705; R43I/1444, D783855〜62, D783875〜9 . 猶，アウトバーンの案については，ポ輔通行課税の早急な樊現は困難で

あるという理出から， 6 月13日の閲議でその检討の中止が決定ざれている。

( 3 )  „Verordnung des Reichsprasidenten zur Behebung finanzieller, wirtschaftlicher und sozialer Notstande vom 26，
7.1930", in: Reichsgesekblatt (RGBl), Teil I, 1930, Nr. 31.

( 4 ) その評細については，大島通義財政政策と賠償問題—— プリューニンク財政の一考察—— J •'三ra学会雑誌J第66巻
第 2 ‘ 3 号 （1973年 3 月）19直以下を参照。

( 5 ) その常業報告書によれぱ，1930年 度 （但 し 30年 8 月より31律 3 月の8 力月間）の融資菜額は 5,026力‘R M ,1931
ィP成？, 166万R M ,1932イ!i族 4 億 3,710万ぁだであった。

^  < 6 )  Wirtsektftslage, Kapitalbildung, Ftnanzen, DenMehrift des AUgemeinm Deutschen Gemrkseha/tsbundesf (ADGB), 
Allgemeinen Freien AngestellUnbundes (AFA) %nd Allgemeinen DmtscTwrt Beartitenhind^s (ADB) ,  Berlin 1930.
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雇用創出政策の成立

a t本家® 体に対抗して，失業保険制度も含めて社会政策上の支出水準やその機構を維持し，吏に，
( 7 )

雇用創出のために外資を導入して公共投資を变施することを耍求したものであった。前述のように，

プリューニンクが1930年春に！!用創出政策を取上げたのは,明らかに社会民主党の侧のこの要求を
《8 ) 、.念頭に置いてのことであった。

1931年 4 月から5 月にかけては，所 謂 rプラクンス勧告」が提出される。これは，ライヒ政府に

よって同年1 月に設置された「失業問題研'究委員会J .(委員長プラウンス.Heinrich Brauns,元ライヒ労働

.相）の討議の結果である。三部から成るこの勸告は委員会メンバーの立場の不統一を反映しており，

全体としては，当時の論調からすれば正統的な自出主義的な失業対策を説くものであ力ながら，第

二部の「雇用創出による失業の克服J は，比較的取新的な立場から，デフレ政策による惡循環から

.の脱却を信用拡張を伴う雇用創出によって図る,ぺきことを説いている。しかし，ここでも信用拡張
( 9 )

>の手段は国外に求められていた。，この勧告公表の直後， ドイツでは大量の信用の国外流ffiが起り,
マ月には深刻な信用恐慌が発生した。勸告が顧みられることなく終ったことについては，多Wを要 

，しない。

9 月16〜1 7日には，フリードリッヒ•リスト協会の研究会が開かれ，この席上においてライヒ経

-済智の高級官僚ラウチンバッハの「投資および信用拡張による景気振興の可能性J と題する報告が

行なわれている。この報告は，当時の諸提案のなか,では最も周到にき慮されたものであり，また，

この研究会には，財政経済政策決走の要衝を占める人々が参加していた。彼の提案の内容は，1.協
.定による賃金の拘束の除去，その水準について20%の可動性の承認，2 .拘束価格，特に鉄搞価格の

:25%切下げによる生産費の節約，3 .鉄道，道路建設等の公共発註の増加，半年問に15億R M O 規模

で50万人の雇用後会を創出する公共事業の実施，も資☆の調達は中央銀行T?割引保証による手形金

融による，以上である。討論の焦点が3 および4 にあったことは勿論だが，参加者26名のうちこの
(10)

提案を支持したのは，ごく少数であったといわれる。

注（7 ) 大鳥》■大恐慌初期におけネドイッの財政過程J ■■経済学年報J 疲應義盤経済学会，12号 （1968年）351〜4 真参照，.
( 8 ) 193妳 5 月19ロの旧議において，彼は，この動きに対抗すべきことを强調している。BA. R43I/1443, D783694.
、（9 )  Gntachten znr Arbeitshsenfmge, erstattet von der Gutachterkommission zur Arbeitslosenfrage, Soiiderver^fTent- 

lichung des Reichsarbeitsblattes, Berlin 1931*猶，第二部が上述のような内蓉となったのは，本文で次に述べるラウ 

チンバッハ WUhelm Lautenbach の貢献による。この☆は Lautenbach, W ' ,めns, Kredii und ProdvMion, hrsg, v. 
Wolfgang Stutzel, Tubingen 1952, S , 1 2 9の縮者注およびそれ以下の本:5：Cによって明らかゃある。

、《1 0 ) 報告の概5?は， IbicL, S . 137s q .に収録されているc また，この研究会の経過については- Brfeelmann, Herjiiann, 
Politische Oko7iomie in  kritischeri Jahren. Die Friedrich List-Gesellscliaft eJV. vmt 1925 〜1935, Tubingen 1956, S. 
132sa* を参照。また，この提案の評価については， Kroll, Gerhard, V m  der WeltwiH$cha/tskrise zm* Staatskm - 
o m ktu r, Berlin 1958, S, 379叫•を参照。参加者のうち比較的箸名なもの：|̂ :しくは本稿の以下の扭述と関速する1̂ 名を 

举げておくライヒ銀行(中央銀行)からは総栽ルターHans L u t h e r ,副総栽ドライゼPriedrich Wilhelm Dreyse, 
藏ぜからは次官シェッツ7* — Hans Schaffer,局 長 （後の蔵相）ク ズ イ ク Lutx Graf Schworin von Krosigk, 経 

济智からは次"ざトレンデレンベルクErnst T rend elenb erg,ライヒ会檢 :&院々長ゼ一ミジシュFriedrich Ernst 
lAoviiz Saem isch ,元親和で社会民主'資のヒルプアデインクRudoH H ilferd in g ,元大蔵次官で後に国務大15となるポピ 

ッッ Johamies Popitz, L G- Farbcnindustrie A .G -の取输役で教授であり後に経済相となるグルムボルトHernmim
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属用創出政策の成立

この会合の直後, 9 月20日には，イギリスが金本位:制から離脱した。それは，ポソドの乎価切下

げを意味する措置であった。この事件を契機に，直接に雇用創出を諷ったもの'ではないが，経済評

，論家を中心にドイツ通貨の金本位制離脱，平価切下げの論陣が展開されるようになったのを見るこ
(11)

とができる。

し か し 1931年夏以後の時期について特に注目すべきことは，信用城張もしくは平価切下げ等の 

政策転換論が，単に言論界のみでなく政界や経済界のなかからも，従っでまた•^定の政治的性格を 

もって提起されるに到ったことである。1932年 1 月1 9日の所謂ヴァーゲマン.プラン公表という事 

件は，こうした流れのなかで生まれ，それ故にますこ, プリューニンク政権に对しても睡、、衝撃を与- 
えたのである。 -

このプランとは，資本市場再建のための銀行制度の改革と,信用創造を可能ならしめるようにテ 

イヒ後行の発券準備規定を变えることを内容としたものであったが，この内容自体よりも，その著

ン景気研究所々長の職にあるヴァーゲマンErnst W agem annであ， 

ンク政権やライヒ銀行指導者，更には債権国の世論に対して強い衝撃を与

者がライヒ統計局長窗, ベル

ったこと力;，プリュ'
えたのであ.さ。更に，或る記録によれぱ，ヴァーゲャン，プランの公表は，プリューニンク政権を

WarmboW, 学界からはオイケン W alter E u e k e n ,レプケ Wilhelm R iip k e ,ザリーン Edgar Salin, a  ルム .Geriiard 
C o lm ,更に Frankfurter Z eitu tigの編IR者ヴェルタ 一 W elter參でもった（出席-者リストは，Deutsches Zentralarchiv 
のZA) Potsdam, J?eichswirtschaffsministennm, Denkschrift des Regi^ungsrates Dr. Lailtenbach, Bd. 2, Nr. 9930, 
B l . 4 9 9 による）。

注 ( 1 1 ) 9 月25日には，雑 誌 W almmg nnd W irtsch a ftの編集者クレーマーCarl K vam erが Wiパ 誌 上 に お • 
いてマルクの平価切下げを主張し、，これに統いて1932ゴに力、けt 一*速の同趣旨の経済評論力;展開されるに到る。その詳 

細は Grotkopp, Wilhelm, Die groBe Krise. Lehren ans der Uberwindung der WirtscJiaftskrise 1929/32, Dusseldorf 
1954, S. 207 s q .を参照。また，ザリーンは，10月初め，ルターに対して同様の趣旨で説得を試みたが，徙劳に終ゥた- 
との t*-ひこついては， Luther, Hans, Vor cUni. Alm'u/nd. 1930 〜 1933. Reicfisbankprdsident in  Krismzeiten, Berlin 
(1 9 8 4 )の冒頭のザリーン自森の叙述になる序文(S. 2 3 ) を参照。猶，ヲクチンバッハは，イギリスの金本位制離脱後 

のドィッの政策について，「世界すホ済恐慌と通貨危機，ドイッの稱極的経済政像の課題と可能性■!( 9 月28日付,経済省次官 

に提出）と題する論文で次のように論じている。 すなわち， 金本位制離脱を支持するケインズのめゴ®がぜゅ誌 

9 月27日号所収の論説（》'金本位制の終焉』r説得評論後」救仁卿繁訳，265貝以下所収）を紹介.批判しつつ世界市場 

におけるドイツの経済的地位を検討して， ■■世界における我国の威信と， また我々の信用とを維持するには，あらゆる. 
手段をもってマルクの金平価を維持する以外に適切な方法はない。 J - M . ケインズの唱うサイレンの歌に01込まれてイ 

ギリスの例に做うとすれば，これにまさる錯誤はないでろうJ として, ま払停止協定を強化しつつ国内価格の切下げ' 
を遂行しこれに合せて本文で既に見たような積極的な雇用創出計画を爽行することを主張している。彼のこのような 

観点からすれぱ，この時点以後12月にかけてプリューニンク力溜四次大統領令とt て採用した政策は，それほ体として 

は支持し得るものであったと見てよいであろう。 題は，そのうえで猶J i取るべき雇用剖出政液にもった。本文次項参 

j!fi LaUtenbach, W ‘，"Weltwirtschaftskriso und Wtihrungskriso. Die Aufgaben und Moglichkeiten fur eine ak- 
tive dcutsche Wirtschaftspolitik**, in: DZA Potsdam, op, cit., Bd. 2, Nr, 9930, S. 507〜16.

( 1 2 ) グアルムボルトは，8 月 3 0 の経済界の指導者その他を加えた®譲にし、て商品担保による国内短期信;TIの他'張を説 

いた，BA, R43I/1451, D 7 8 7 2 5 1 -2 .また，シャハト Hjalnmr Schacht とブーゲンペルク Alfred Hugenberer (ドイ 

ツ国家人民兌觉首）は，プリューニンクに対して金本位制離脱後のポンドにマルクをリンクすることをゥている， 

Bruning, H., Memoirm 1918—1934, Stuttgart 1970, S. 377, 395. ぶ

ひ3) SchuUhess' Europaischer Geschiehtskalcnder, Bd. 73 (1932), S ' 12 vom 19, Jaiuiar 1932； K roll,G ., op. cU., S. 
396 sq.

( 1 4 ) 評細は，BHining,，H., op. cit,, S. 503 〜4 'を参照，

( 1 5 ) 人よ: ) , nW政政策と1!嫩 ll!j超 ，，. 』49貫参照， '
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勘揺させるための G ファルべンの幹部数;^ (経済相ヴァルムボルトを含む）による意図的な演 

出に基づくものであったと見られる節がある。この説の真偽の程は確認し難いとしても，このま:件 

は，賠償問題の最終解決を間近に搜えたプリューニンク政権の内部にまで政策転換の要求が及び給 

めたことを示している。

' 雇用創出政策に限らず広くプリューニンク政権の政策路線と諸集団との関係を見るならば，農業

諸団体は1931年秋以来同政権に対する敵意をflタ確に示していた 32年初頭には， ドイツ工業全国

連盟Reiehsverband der Deutschen Industrieが政権の政策路線に対する不信を公式に表明していひナミ

他方，経済過程では，企業の倒産件数は31年10月の1 ,4 3 5件を最高に若干減少の気配を見4>ていた

もりの，I 2月には猶1 ,1 7 8件を記録し労働者の失業率は，1930年末の36. 2%から31年末の48. 3̂
%へと上昇し，猶増勢を示!^つつあった。再び雇用創出論について見れぱ，こうした状況のなかで/
その要求は一層織烈に展開されることになる。 2 月16日， ドイツ労働組合総同盟（A D G B )は，そ

の委員会の決議としてデフレ政策からの転換と大規模な雇用創出計画の支施を要求し， 4 月13日の

大会においては,そのための資金調達方法として中央銀行信用の創造を主張した所謂W . T . B プ(19)'ラ ンかま認された。 2 月下旬には，暫定全国経済評議会VorHufig6!* Reichswirtschaftsratの中央委 

員会において属用創出問題が議題とされ， 3 月12日にはその鋪告が公表されるに到5 月10日に 

は, . フイヒ議会において，ナツィス左派の領袖シュトラダサ' - G regorStrasserが ’厂労働とバンj と 

題して同党の雇用創出計画を提起し，これをまとめた小冊子は60万部が全国で配布された;:いわれ 

る。単にプリューニンク政権の時期にとどまらず，ヒツトラ一政権の時期に至るまで，政府の侧や 

の雇用創出政策の立案•決定は，こうしたマス.キヤムペインを背景として進められることになる。

( 2 ) 雇用創出政策への模索

1932年 1 月2 9日，プリューユンク政権は，先のヴプーゲマン，プランがライヒ政府とは全く無終

注(16) 1931年10月以来経済相となっ-ていたヴァルムボルトとシュミッツHemann Schmitz (共に I.G. Farbeninduatrie A. 
G ..の取铺役〉等とヴァーゲマンとが作っていた小サークルにおいて， 31年秋，改读の起草がヴァーゲマンにま託さ 

れ，このサークルの意図に従って公表されたといわれる。„Notiz ilber die Aussprache mit Prof. Wagemann am 29. 
Feb. 1932 (Konsul Dr, Eespondek an Nordhoff, 5. Marz 1932)", in; BA, NacMali Hans Luther, Ni*. 3 4 1による， 

お ， ヴァーゲマン，ヴァルムボルト，シュミッツの3 人は，後にバーペン政権におる租税証券政策の決定に或る役割 

を演ずることになる。後述n の(1)を参照， ’
(17) 193Hpll)319日， ドィッ農業評議会Der Deutsche Landwirtschaftsratの会丧プランデスEmst Biandesは，第ぼ 

次'大統t {令の準附のために組織された経济諮問委員会Wirtschaftsbeiratから政府の政策に反対の意,志を喪示して脱退 

した* SchuUhess' Europaischer Geschichtshalender, Bd. 72 (1931), S. 254 sq. vom 19. November 1932.
(18) Ibid.t Bd. 73 (1932), S. 3 vom 1 . Januar 1932.
(19) Kroll,G., op. cit., S. 403~4.
(20) ..Gutnchten des Vorlaufigen Roichswirtschaftsrates vom 12. Marz 1932 zur Frage der Arboitsbeschaffung**, 'こ 

.れについては，fVankJ'm'te.r Zeitmg, Nr. 210 vom 18. Marz 1932； Kroll,G., Op. d t„  S. 405 を参照。.
(21) Kroll,G., op. cit., S. 426s q .猶， シュトラツサー提黎については，大野英ニ《■ヒルプブ一ディングとシ^ トラッサ，,

r経济論叢J 第1Q5巻 （19704P)第 1 * 2 ‘ 3 号90其以下を参照。
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めものであることを公式に表明する一*(关 1 月25日には，政府の主耍旧僚協譲において雇用創III政 

策の検討に着手した。但し，計画公表によってライヒ政府が政策の方向転換を強いられたというわ 

け'^、はなく，政府首脳は，計画の公表が，ライヒ政府と中央銀行とによって模索されつ'?もった政 

策選択と「無言の信用拡I I 」の障害となることを恐れていたように見える。しかし，第to次大統領 

令以後のプリューニンク政権，の選択がどのような政策論に立脚し，また，所謂信用拡張の実態が何 

であったかは，あらためて問われねばならない。以下の論述においてこの点を明らかにしてゆくこ 

ととしたい。

r 月2 5日の協議は，これを発端として5 月末まで続く雇用創出政策立案の過程に特徵的な論点を，
• (25)

すべてではないとしても既に提示するものであった。第一に，プリューュンクの冒頭の発言から明

らかなように，問題の発端は失業扶助制度の改革にあった。第四次大統領令に従っでこの会議の議

題たる r w 気料金の引下げJ を実施する場合，それは州及び地方団体の収入減を結菜し，その予算

の均衡を因るには支出面の最大の負担たる失業扶助を節約することが不可欠の課題となったのであ(26)
る。第二に，従来より雇用創出政策に比較的積極的な関心を持ってきた蔵相ディ一トリッヒは，失

業扶助制度の改本の必要を認めたうえで，改革の方向として「失業扶助に生産的な性絡を持たせる
(27) _

こと」，しかもそれを「自発的労働參仕freh v illiger  A r b e itsd ie n s tjによってわなうことを提案して 

いる。第三に，同じk ディートリッヒによって，十分な仕事を提供するに足りる金額として10億R 
M程度が考えられていたが，ここでは未だその資金調達方法については全く.言及されていない。こ 

の討譲を素材として政策立案に着手することを確認して，協議は終っている。 ■
その後2 月2 0日の主耍閲僚協議において，議題としても正式に「失業扶助の資金調達および雇用 

創出計画J が取上げられここでは，この二つの問題の連結関係が一層明確に強調されているの 

を見ることができる。ライヒ大蔵省の算定によれば，1931年の失業者数は年平均で4 8 4万人，1932 
年にはこれが5 7 0万人に増加するものと見込まれ，失業保険を含む救済支出は3 1 年度31億5, 300万 

R M , 3 2 年度には3 5 億 3 ,1 0 0 万R M と推定された。殊に，失業扶助費は3 1 年度にくらべて3 2 年

注 (22) Schulthess' Europaischer Geschichtskalender, Bd. 73 (1932), S. 19~20 vom 29. Januar 1932.
(23) Luther, H., op. cit., S. 252 sq.
( 2 4 ) この点については， "Aufzeichnung uber die Chefbesprechung vom 29. Januar 1932 in der Reiehskanzlei iiber 

den Wagemann-Plan*'. in: BA. R43I/2438, K621055〜 8 を参照。特に，蔵相ディ— トリッヒ Hermann Dietrich と，

ルタ一の発言にそれは明らかである。ディートリッヒは，「爆弾を仕掛けるのが早過ぎた。それ（プランの公まの意------
引用き〉【よ，憤ffiな信/ li拡張の諸計画の成果にとって不利であるJ と述べている。

(25) "Chefbesprechung in der Reichakanzlei vom 25. Januar 1932", in : ‘Bん R43I/1455,. D789158~67.[電気料金の引 

下げJ がこの時ぶで議題とされるのは，第四次大統領令が，賃金•価格，利子等の10%切下げを躲定していたことによる。

(26) 1930尔 6 月以来の跋稍としての彼の® 用創出政策に対する兒解と行動については，Saldern, Adelheid v., Hermann 
Dietrich. E in  Sfaatsmann der Weinmrer Republik, Boppard ain Rhein 1966, S. 172—9 を参照。

( 2 7 ) 元来社会政策のギ段として考えられてきたものであり《食糧を給付して低額の小遗、、程庇の支払によって宵年を労I勤 
に従3|fさせる制度をいう。ナツイスのもとで •■労働奉仕義務J として制度化された0 後掲注（136〉参照*

(28) ..Vermcrk iiber cine Chefbcaprechungf am 20. Februar 1932", in: BA, R43I/1455, D789286〜9.

2 0 (5 2 )  —

雇用創出政策の成立 ■
度には，ライヒで1 億 '^ルタ，市町村で5 億R M の支出増が不可避と見ら； ブリューニンクに 

よれぱ，失業挨助を削減し得るか否かは，追加的雇用機会提供の可能性，従ってまた，雇用創出の 

ために十分な資金を確保し得るか否かに依存する。ディートリッヒによれぱ，雇用創出のための資 

金調達においてライヒ銀行の協力を得る可能性は，ライヒ財政運営におけるライヒ銀行信用への依 

存の如何によって左右される。しかし，後者はまた，失業扶助制度の改本の成杏に規定されている， 

と考えられていたのである。 '
ところで，雇用創出政策そのものにとって最大の問題がその資金調達にあったことは勿論であるa 

2 月1 2日，雇用創出問題については最初のものと思われる政府各省担当官会議は，終始この点を論 

譲するものでもゥた。最初に問題提起をしすこのが，前述のラウチンバッハであった。その要旨は 

雇用創出のための資金の調達は，購買力の移転によってではなく，信用拡狠による追加的な購買力 

の創出によらなければならない，計画実施の時期としては，経済の不況が最も底をついた時点を， 

国際収支状況を考慮して選択すること，以上であった。経済填次官トレンデレンベルクと労働省'次 

哲ガイプ Hermann G e i b がこれに賛成の意見を表明したのに対して， ライヒ銀行のノ ノレトホフ 
Karl N ordhoffはこれを拒否している。その理由は，信用拡張による雇用創出は為替に代えて公債 

を発券準備とすることになり，ヴァーゲマン. プランの意図したところと同一であって，中央銀行 

の政府からの独立という憲法上の規定に反する，という点に求められている。

3 月 3 日の労働相シュテーガーヴァル .ト Adam S teg erw a ldの雇用創出計画案は，事業の内容
(31)

と規模（総額I2〜I4 億R M )を明示した最初の提案であるが，この案は資金調達の方法としてラクチ

ンバッハの案に近いものを示唆していたと見てよいであろう。彼の念頭には，雇用創出計画の採用

を要求する労働組合の行動があった。 「政治情勢はこの点において益々危険なものとなっており，

従って，別の事態のもとでは遺憾と思われる手段すらも，場合によっては採用するととを禱躇す べ

きではないJ と主張したのである。この提案の規模と資金調達についての考え方に対しては，ライ 
_ (33)

ヒ銀行総、裁ルタ一が明確な拒否をもって対応したのみではない。ライヒ政府内閲官房もまた， 3 月

マ日付の覚書において，この提案が他の関係各潜の検討を経ていないこと，従来の政府およびライ

ヒ銀行の見解と矛盾するものであることを指摘して否定的な態度を明らかにし就中，この案が新

聞に公表されたことについて，賠償:政策上の考慮から強い遺憾の意を表明したのであ《|)。とのこと

注( 2 9 ) 上記会議に提Mlされた2 月17日付の大蔵省作成の資料による。BA, R43I/1455. D789293-8.
(30) „Vermerk zu der Ressortbesprechung uber Arbeitsbeschaffung am 12. Februar", in： BA, R43I/2045.
(31) "Brief des Reichsarbeitsministers an den Staatssekretar in der Reiehskanzlei am 3, Marz 1932", in； BA, R43I/ 

2045.
(32) 4 月12日の閣議にお、ても，彼は労働組合を中心に形成されつつある世論を念頭に置い- (発言している。前述の4 ；J 

13日の租合の大会を目前にして，「ライヒ政府の行動がもっぱら否定的なものでしかないといった印象を世論に与えな.
いJ ように配慮することをまめている。BA, R43I/1455, D’789757‘

(33) Kohler, Henning, „Arbeitsbeschaffung, Siedlung und Rcparationen in der SchluBphase der Regierung Briining"
in: Viertdjahrshefte f  ilr Zeitgeschickte,17. J g . 1969, 3. Heft Juli, S. 281. 、

(34) BA, R43I/2045 所収。
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は，プリューユンク政権が，雇用創出のための資金調達について一致した基本方針も，其体的な案 

も持合せていなかったことの証左である。

.その後，雇用創出政策が政府部内での検討の对象となって义ヵ月余を経た3 月末になっても，こ 

の政策の核心をなす資金調達については，内閣は何の決定も下だし得ない状態であった。 4 月初め
• (35)

に開催された二回の各省担当官会譲の寧録から，我々はこのような状況に対する行政官僚のシニシ 

ズムを着取することができる。それは， 方において雇用創出政策の資金調達，破に信用掀張政策 

の採否は現状では高度に政治的な問題であり，従って，これを決定し得るのは内閣を措いてないと 

してこの問題を討議の対象から除外し, 他方では個々の事業計®について個別に资金調達の可能性 

を梭討していることに見ることができる。打続く選挙（決選投票も全めて2 回に直るライヒ大統領選举， 

州譲会のそれ等）への考慮を理由に決定を繰返し先へと延引させてゆく政権に代って，雇用創出政策， 

就中，その資金調達方法の作成は，次第に行政宵僚制を主伴として進められてゆくことになる。 5 
月19〜2 0日の閣議でその採用の決定を見る資金調達方法が，この担当官会議においてライヒ舉行の 

代表力';示唆したものと同じであるこ'とは，この意味で注目してよいであろう。

割増金付公債案についても，この担当官会譲で爾後の検討の必要が確認されている。し力、し,こ 

の案に行政官僚がどれ糖の可能性を見ていたかは疑問である。大蔵省内部ではこの案に対する泡惧 

の念が当初より激かった，といわれる。また他方では, この構想自体は，履用創出政策が公式の政

治課題となる以前の前年12月に，ライじ政権内部で何らかの形で話題とされるようになっていた。
• . . '

従っズ，この構想を提起したのが誰でもったかは必ず1<も明確ではない。このことはともかく，割 

増金付公債案は唯一の具体的な提案と看做されて，殊にプリューニンクやシュテーガーヴァルトは 

最後までこの資金調達方法の実現に固執してゆくことになる。

割増金付公債の案は， 4 月1 1日付で蔵相より関係各省に提示された。’それは，総額にして約14億 

R M の規模のぎ業計画を掲げ，そのうち独自に資金調達の•nr能な事菜の分を除いて，更に自発的労

注 (3 5 ) ひ と つ は 4 月 i 日労働を 'に お 、、て ， 他 は 前 者 の 内 容 を 715：け て 4 月 5 日 に 経 済 省 で 開 か れ た 担 当 官 会 議 。 そ の 記 録 は 、、 

ず れ も BA, R4 3 I/2 0 4 5 所 収 。 .
(3 6 ) 4 月 5 日, 2 iOlの 協 議 の 結 論 と し て ， 事 業 HfJi毎 の 資 金 調 達 も 方 法 に 乏 し い こ と が 確 認 さ れ ， 合 わ せ て 所 謂 割 増 金 付

公 債 の 紫 を 大 蔵 省 と ラ イ ヒ 銀 行 と 至 急 に 檢 討 す べ き こ と が ホ 仓 わ さ れ た 。 そ の 協 議 の 過 程 Fこ お い て ， ラ イ ヒ 銀 行 の 代  

表 ヴ ァ ル ト ヘ ッ カ ー Waldh6ckerに よ っ て ， 満 期 1 〜 2 年 の 商 業 手 形 の 中 央 銀 行 f t よ る W割弓 I保 前 :が 可 能 か も 知 れ ぬ こ  

と が 示 唆 さ れ て い る 。 公 共 投 資 に つ い て 立 替 金 融 方 式 を 示 唆 Lた 最 初 の 発 言 と 見 て よ い で あ ろ う 。 ’
(3 7 ) Kohler, H .,ゆ c iL . S. m . こ れ に よ れ ぱ ， 7 %利 付 の ヒ ル プ ァ デ イ ン ク 公 廣 の 当 時 の 取 引 相 場 は 6 0 ~ 6 5 で も っ た と  

V、わ れ ， 後 に 見 る よ う に 最 高 6 リ2%の こ の 公 债 の 発 行 の 成 功 は 当 初 よ り 疑 間 視 さ れ て い た と 、、わ れ る *
(3 8 ) ラ イ 'ヒ 政 府 め IKiHfUJの 財 政 関 係 の 記 録 文 書 の な か に "Aufzeichmmg iiber wirtschaftliche Notmafinahmen'* (in：BA, 

R4 ；BI/2 3 7 6 , K6 3 0 4 1 3 〜 6 ) と 題 す る 無 署 名 の ：i j l が あ る ， こ れ は ， 「1 9 3 UT^1 2 月 8 日 の 行 動 ぼ !四 次 大 統 領 令 一 ~ »JUfj 
者- ) を 続 行 t る な か で 経 济 の 一 層 の 後 退 を 阻 Ikす る と と ， 恢 復 へ の 契 機 を 作 り 出 す こ と J を 目 標 と し て ， 様 々 な 偶 想 を  

羅 列 し た も の で あ り ， そ の 一 環 と し て 袖 民 (農 猿 お よ ぴ 都 市 周 辺 の )， 住 宅 述 設 ， 士 地 改 良 ， 道 路 建 設 等 の 公 共 紫 と そ  

の 資 金 調 违 カ 法 と し て の 5 億 11 1̂を 超 え る 说 摸 の 割 ボ を 付 公 填 の 発 行 が 举 げ ら れ て )̂ 、る ， 文 ID1か ら す れ ぱ ， ル タ ー お よ  

び ゲ ル デ ラ ー Carl Goer.delerの ア イ デ イ ァ を 要 約 し た も の と 叙 b れ る ， ゲ ル デ ラ ー に つ い て は ， Kitter, fierhard, C m i  
G o e r d e le r  u n d  d i e  d e u ts c l ie  W i d e r s t a n d s l e w e g u n g ,  Stuttgart 1 9 5 4 , 特 に  S，4 3  s q .を 参 照 ，

(3 9 ) ..Vorlage des Rcichsministers dcr Finanzen am 1 1 . April 1 9 3 2 ", in： BA, R2 / 1 8 6 4 6 .
—— 2 2 (8 4 )  '
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爛I率仕の利用等によって支出の削減を図ることとして，約 4 〜 5 億R M の資金を，免税の，お1|せん 

，による割壇金付の内国債の発行によって調達しようとするものであった。割増金付公债案は，12日 
以後，大蔵省とライヒ銀行の間の継続的な協議の対象とされてゆくことになる。そこでの大蔵省侧 

，の説明によれば，と の 公 債 は 利 子 率 2 % の割増金，权、込期間を1 8力月, 満期5 年とする害 

あった。また，償遺資金は，年額1 億RM  (塩税6, 900万RMの再導入を含む）を予算に評上，積立 

てることとされた。このように具体的に構想された割増金付公懷案について，，細目の条件は別とし
(40)

て，ライヒ銀行侧は当初「目的に適ったものJ と評価していたが，その後, 5 月 4 日に閣議の席上
<41)

配布された大蔵寄起草の法案草稿の検討を経て，：13日の閲譲においてこの公償-発行への協力を事実

_上拒杏したのである。理由は，ルターによれぱ，ローザンヌ会譲による賠廣問題の解決以前にはか

かる公債発行の成功は期待し難いという点にあった。しかし，同時にルターは,ライヒ銀行の業務
(42)

規定に合致する限りでの協力を約ました。その結果が5 ^ 19〜20 日の閣議で確認された資金調達方

法に他ならない。具体的には，総額1 億 3, 5 0 0万R M の事業について，ライヒ政府が宇‘形の支払載，

務保証を提供することを前提に，受註業者が5 f f a 等に対して手形を振出し，ライヒ銀行がそのぼ
(«):割引を保証するという方法である。これが， 3 力月余に直る資金調達方法についての槐索の結果で 

，もり，また，後の時期に労働国庫証券による立替金融として発展させられてゆく原型でもある。

雇用創出政策にとって重耍なもうひとつの側]Si, 事業計画はどのようにして決定されたのであろ 

うか。既に見たように， 3 月 3 日には労働省が,’ 4 月1 2日には大蔵省がそれぞれ具体的な内容を伴 

.った提案をしている。まず労働省の総額12〜1 4億R M の提案は, その，業計画として，国有鉄道 

イ3 億R M ) ,郵 便 業 （1億R M ) ,道路建設（3 〜4 億R M ) ,農藥用± 地改良（2 〜3 億RM) , 運輸省 

，による水利事業,(5, 000万R M ) ,中小都市における小住宅の建策( 2 億R M ), O f f aの直轄事業(5 ,000方 

R M )から成るものであった。次に:大蔵省案は，総額約1 4億R M , その内訳はソ連政府の発註によ 

-る工業の追加雇用（2 〜3 億R M ), 家屋修縫（2 億R M ), 農業植民（1 億R M ). 都市周辺植民（1 億R M ), 
:道路建設（2 偉R M ) ,運河建設および治水事業（2 億R M ), 土地改良（.3慮R M )であった。

労働省案によれぱ，この計画の突施によって直接20万人，波及効梁も考慮に入れれば60万人の失 

業者を吸収することができる醫であった。また，両案に共通しているのは，植民事業を重視してい 

ることである。労働翁梁では，上記の道路，農第用土地改丧，水利等の祟業は農業植民政策として

注(40). BA, NachlaB Hans Lutfm., N i\ 3 4 1所収の， 4/;J20日のライヒ銀行内部の協議に関するAkteimirnierk .による。':
(41) ..Entwurf eines Gesetzes iiber die Ausgabe von Inhaberpapieren mit PrSmien", in： BA, R43I/1456, D789904〜7,
(42) BA. IM3Iハ456, D 7 8 9 9 3 4 .' . 

.(43) BA, R43I/1456, D 789950sq.を参照。猶，一層具体的には,， と Rentembank-Krcditanstalt が引受けた手形は，

Bau-und Bodenbankと Reidiskreditgcsenschjiftを主体とする銀行シンジケートによって割弓|かれ，.とれらの銀行は 

必要に化;じてライヒ銀行のT轉 j引を求めることがでさる。との手形は，1933勾 月 1 日以後毎月5 日に， 6 回に等额に 

分割して愤還される。猶， ライヒ政府の乎形支払義務保i : は予算への計上の公がJ によって-(；-えられた。 Statistifjcli© 
Abtcilung' dcr Reichsbank, Chfonik der Rexchshank im  Jahve 1932, B l . 173, in : DZA Potsdam, Die. Deutsche 
Reichsbank, 16c, l - 1 6 h .この立特金融'完了後には，州政If博 :のホまニ生体の対ライヒ慎務カ被ることになる^

~—  2 3 (^ 5 )
-

-
-
-

缴'
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(44)

ユルべ以柬の地域における雇用創出計画の主体をなすものと看做されており，この関係やの資義雷 

要の見込は，この案では2 億R M ,事業計画の梭討が更に具体化した後の段階では， 2 億 3, 0 0 0万- 
R M とされてい(4 |。大蔵售?案の場合には，植民事業としては略同額（2 {まR M )を考えながら，その 

半額は都市周辺植民に充てられている。前記の割増金付公債によって調達する售の金額[が 4 〜 5 億 

R M であったことに比較して，植民事業に最も高い優先順位が与えられていたことは明らかである。. 
その理出は，道路や運河建設，土地改良等他の計画が大規模な実施に够されるには未だ成熟してい 

なかったのに対して，植民ま業には長い経麟と十分な土地と入植者が存在して直ちに効束をあげる 

見通しがあったこと，また，この事業の遂行によりてプリューニンク政権の農業政策（殊に束部救済： 

O sthilfe)に対する世論の不信を除去し政府政策の公正と創造性を標榜しようとしたとと，更に，急- 
速な都市化と工業化のなかでの失業間題に失業者の農村還元によって対処しようとしたこと> に求-

(47)
めることができる。
' (48)
猶，上記両提案とは別に，国防省もまた雇用創出政策についてひとつの事業計画を提案している

大蔵省案が提示された直後のことである。国防省によれぱ，失業者の可及的速やかな就労という内

政的 ‘ 社会的必耍と，産業および通商の恢復による失業者の計画的♦持続的な吸収という経済上の

必要とを同時に解決するものとして軍備の拡充こそが最適であるとし，合わせて現実の軍備の著し

い遅れと政府予算の僅少なことを指摘して，当而の履用創出計画において（従って経常の予算以外に）

年額2 億R M を 5 年問にS って軍備拡充に充てることを要求している。プリューユンクは，当時軍09)
縮交渉が進行中であったことからこの耍求を斥:け，当面ヒットラー政権が登場するまでこの種の要:. 
求は姿を消すことになる。

さて, 前記の諸事業計画案がどのよ，うに現実の政策として採用されてゆくかは，第一に資金調達- 
の可能性, 換言すれば割増金付公債発行の成否に依存していた。総額1 億 3 , 5 0 0 ^ R M ,つまり当- 
初の案の約 10 分の 1 にまで雇用創出政策の規模を切下げざるを得なかったのは，資金調達問題が前 

述のような結; に達したからに他ならない。第二に，この金額を道路建設（6, 000万RM) , 治水事業 

(5,000；̂R M ), 士地改ill (2, 500万R M )に配分し, 都市周辺植民と農業植民とを信用による雇用創' 
IJ13IT業から除外したことについては，ライヒ銀行，就中，ルターの政策判断に負うものと見でよい

.い. ' t " I I ' w ii i i . n  ' . i  — .i " 園 , T,T，丄！し./てこ し:'"UTJIEI化*'

注(44〉 シュテーガーヴ ァ ル ト によれば，r農業植民は雇用劍出計画における最もm 耍な課題J であった。，,Niederschriれ iiber 
das Ergebnis der Miiiisterbespiechung am 19. April 1932 iiber dio Frago der Foi^derung der* Jandwirtschaftlichen 
Siedlung, inabesondere im Zusammenhaiig mit der Osthilfe*', in： BA, R431/1289.

(45) Loc. cit,
( 4 6 ) このことは, Saldern, A.v., op. ciU, S - 1 7 8によれぱ，ディートリッヒの郁ホ政治家としての経験及び1931ザ.秋以来. 

の試行の績に基づくものであった，といわれる。

( 4 7 ) この理解は，木谷動 *■プリューニンクの内地植民政策とそ?)失脚』H および«  ■■史学雑能J 第75巻 2 号および7 0 S 1 
兮，就4 ，，後あの39〜40HにクIっている。

(48) „Brief 'des Reichswohrministcrs an den Reichskaiizler vom IS. April 1932", in； BA, R2/18647 (但しコピ一）..
(49) Briining, H„ op. cit., S. 572〜3 .猶 , 後述 II の(2)を参照。 ，
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であろう。ルタ-■は，補助金なしの農業植民は不可能と考え，これを中央銀行の信用援助の対象と 

することに否定的な態度を採っていた。このように，信用拡張による雇用創出政策については，そ 

の資金調達方法や規模の設定にとどまらず事業の選別についても，ライヒ銀行当局の政策は決定的i 
な役割を演じていたのである。 ‘
最後に，雇用創出政策の立案.決定の過程においてプリューニンクが果たした役割について简舉

(51)
に耍約しておきすこ、\ 我々の以上の考察:̂ 、ら明らかなことは，プリューニンクにとってこの時期0  
雇用創出政策は失業扶助解体の代替手段セあったということであ;!)。あるいは，景気恢復の手段と 

してよりも社会政策的な措置として理解されていた，と言ってもよい。ラウチンバッハ提案やW ，' 
T • B プラン等とは本来無縁のものだったのである。最大の難問だった資金調達問题についても,. 
彼は主導権を発揮し得てはいない。具体的な解決を案出したのは行政官僚であった。彼の「0 顧録」， 

は，後の祖税誰券に勝る資金調達方法として雇用創出公債を構想していたと述べているけれ/  
少なくとも筆者の見ることのできた記録からこれを裏付けることは不可能である。それはともかく，. 
ルターが事実上協力拒否を表明した後になっても，彼は最後までこの割増念付公使の発行に雇用創.

(53)
出計画実現の希望を託していた。従って，結果的には，この公債発行案の事実上の流産とルターの 

非協力とが雇用創出計画縮小の主たる責を負わされることになる。これに代わる方法,中央銀行信 

用の創出は， ドイツの過去の経験に鑑みて彼の採るところではなかっ( ^ 1 現突に採られた方法がそ 

の後の過程でこれに明する資金調達方法に道を拓くものであったとしても，それは当時の彼の理解- 
を超える ものでづた。

一ニンクは「逃举の流行」を举げて- 
:回に:！:るライヒ

大統領選拳は政権の行動を著しく拘束するものであった。その場合，間題は単に選挙そのものにあ 

つたというよりも，譲会に多数派与'党を持たない大統領内閣として統治に当ってきたプリュ ー ニン.

雇用創出計画の立案を麻揮せしめた他の理由として，プリ 
(55)

いる。このことが政策形成過程に及ぽした作用は既に見たとおりである。特に,

注（50) „Aufzeichnung iiber die Besprechung in der Reichsbank am 27. Juli 1932 zur Frage der Finanzierun<^ -neuer - 
Aufwendimgen fiir Arbeitsbesゆaffimg", in： BA, NacUali Hans Luthm% Nr. 345. 、

( 5 1 ) この点については，大島『財政政策と賠償問題. . . 50貝以下をも参照。

(52) Bruning, H„ op. cit, S. 574〜5 .それは，彼の記述によれば，或る糖の強制公俊でもり，後の租税諷券の原型となる. 
普のものでもった。この説をづけるぎ料は見出し得ない。強制公倩がプリューニンク政権において話題となっ たの 

は，前年の12月，第四次大統飢令の準傭の段階で取引高おリだ成の代驻案（ヴァルムボルトによる）としてであり，実現 

せずに終ゥている。1931年 12月 6 白の閲議議事凝BA, R43I/1453, D788927以下を参照。その他の点でも，屈用創出， 

政策に閲する「回顧録J の記述には檢誕を要するものが多W
(53) „Vermerk uber eine Besprechung m it den Gewerkschaften am 18, Mai 1932", in: BA, R 4 3 I /2 0 4 5 .この廣上， 

彼は，資金調達問題は専ら割増金付公債の成??にかかっていると強調し5 0こ， 「剖金付公 6 tを来週にも究行す’るか- 
なり確実な晃通しがある J と述べている。シュr  —ガーヴプルトもまた， 5 月21日のIHJ謎において3 億RMの割増金付 

公債の発行によって自発的労働奉fi：の資金調達も可能となるだろうとしていた。BA, R43I/1456, D790009.
(54) f■第 2 のインプレ一シさンは，ドイツにとってカオスを意[朱する。J 5 タJ28Hの外人記者会見での発言◊ ScM ikess，Eu、， 

ropaischer Geschicktskalender, Bd. 73 (1932), S. 92 vom 28, Mai 1932.
(55) "Vermerk iiber eino Besprechung' mit Arbeitgeborvertreteni am 13. Mai 1932", in： BA, R43I/2045.

■------ 25 ( 87 )   V
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ク政権が，年頭以来急速に大統領ヒンデンプルクの信任を失い始めていたことにあったとa うべき
(56)

であろう。その結果が，政策形成におけるプリューニンク政権の指導力の喪失であった。

雇用創出政策の事業上の最終決定を翌日に控えた5 月18日，プリュ一ニンクは労働組合指導者と I
，の会見において次のように述べている。 「すべての経道上の実験は危険である，政治的実験にして

. ( 5 7 )
も同様である。従ってライヒ政府は，履用制出のためには直ちにま現可能な事業にのみ着手する。」 

経済的実験の拒否がインフレ政策に対する禁欲を意味するとすれば, 政治的実驗の排斥とは，雇用 

剑出政策を大衆の支持調達のための宣伝手段として俠うことについての自己抑制であったと見てよ 

きいであろう。それは，保守主義の政治家としては確かに首尾-^貫した態度であったとはいえ，既に 

マス化した社会状況には適合し得ぬものであった。正しくこ，の一年後，雇用創出計画は，大衆操作 

'のための政策象徴として確立されることになる。， •

H 1 9 3 2年 6 月〜1 9 3 3年 1 月

( 1 ) 租税証券政策の成立 ‘
プリューニンク政権失.脚 （5 月29日）の後，パーペンFraivz von P a p enがライヒ首梢に任命され 

た。前者の場合と同様，議会に多数派を持たない大統領内閣であった。彼の名は，標題に掲げた租 

..税証券Steuergutsetiein政'策，更には7 月21日のプロイセン、ク.一デタと結び付けて記億されてい 

るのが常であり，本稿の.趣旨からして前者の成立過程を明らかにすることが当面の課題となる。し 

かし，それに先立って， 6 月14日に公布される大統領令と， 7 月に展開される雇用創出政饿検討の 

過種を見ておくこととしよう。

ローザンヌ会議の開始（6 月16日）を目前に控えて，バーペン威権の統治は，前政権の方針を踏襲 

すること，通貨信用を脅す如何なる措置を取る意図もないことを内外に標榜することから始められ
(58) ■
た。そしてパーペン内閣は，まず失業扶助制度欧キ実施の役割を柴たすことになる。それは，前政 

権のも.とで事実上換討を終り財政収支状況の惠化のため突現を急がれていた課題であった* これが,
(59)

f 失業救済並びに失業保険の維持，市町村の生活保護負担緩和のための大統領令J の公布（6 月14日） 
であった。同時に，これまで暫定予算で営まれてきた1932年度ライヒ財政収支が大統領令によって

注 ( 5 6 ) 木谷，前掲論文を参照6
(57) J im 注(53)に同じ。

(5S) SchuUhess* Europaischer Geschichtskalejider, Bd, 73 (1932), S. 94 vom 2. Juni 1932 .猶, Luther, H., op, c it, S. 
2 6 5によれぱ，パーペンをして通貨filfi値の維持を公約させたのはルター‘であった，といわれる。

(59) „Verordnung* des Reichsprasidenten uber MaBnahmen zur Erhaltung der Arbeitslosenhilfe und der Sozialver- 
sicherung sowio zur Erleichterung der Wohlfahrtslast^n der Geineinden, vom 14, Juni 1932**, in： RGBl 1(1932), 
S‘ 273〜8 4 ,この大统f {令の公制こついては，プリユ，- ユンク政権の内閣常历長赏ピユンダーHernmnii P iin d erによ 

れぱ，新内IKjは聊こr然IU jをしたに過ぎないといわれる6 PUnder, II., Politik in  der lieichskanzhL Aufzeichnuitgen 
•ous den Jahren 1929-1932^ Insg. V. Thilo Vogelsang, Stuttg'art 1961,S* 137‘ ,

~ ~ . 26(88) ——
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IE規の予算として布告されることに:̂よる（6 月15日）。
前者は，既に見たように，プリュ一ユンク政権をして雇用創出計画の,立案へとかわしめた契機

をなす問題であった。今ここに成立つ失業扶助制度の改举は，その骨子として，1 .央業扶助額の襄<
更，2. 失業扶助の受給における要教済資格認定制度の導入，3.失業保険勘定の剰余金の他の失業扶

助への充当，この3 点について政府への授権を定めたものであった。同時に確定された1932年度‘ラ

イヒ予算の規模82 億 :R M ,この失業扶助制度改舉によヮて実現する予定の支出節減額5 億2, 000方
R M に比較するならぱ，® 用創出政策による追加支出1 億 3, 5 0 0万R M が如何に微細なものであっ

たか，またその演じ得た役割の程も白ら明らかである。- .
，猶，1932年度予算の確定に伴って，前述の農業植民（5, 000万R M )と都市周辺植民（2, 500万RM)
は歳出予算に計上された。とはいえ，パ一- ^ ンと新蔵相クロズィクは，雇用創出関係の支出を予算

(61)
に計上することに対しては，極めて否定的な態度を取っていた。，この该向は，少なくとも32ギ夏過

ぎまで変ることはなかった，との点も含めて， 6 月末以後に展開される雇用創出政策検討の過程に

目を向けて見ることとする。

6 月下旬，閣内において，内閣の全経済政策の中心に雇用創出政策を据える'こと，そのために雇

用創出ライヒ特命委員Heichsfcoimnissar fur Arbeitsbeschaffungを任命することを要求する動きが 
(62)

起ったが, これはパーペンによって無祝された。その後7 月 9 日，ローザンヌ会議の最終コミュニ 

ケが発表され，賠償問題のま実上の終焉が確定した。このことは，® 内の通貨信用政策を従来拘束 

してきた最もf i 要な条件が解除されたことを意味する。ライヒ銀行内部では，これを機に信用政饿
(63)

転換の検討が始められた。国内の政治状況からすれば， 6 月 4 日に解散されたライヒ議会の選挙が 

7 月31日に爱施される予定であった。 6 月W 日の事実上前政権の政策を踏襲した「情容赦のな 

大絲領令に対する不満は，一方でほ，プリューユンクの遣産からの絶縁を要求する声を楊げさ 

他方では，ライヒ譲会還举の結果に重大な影響を及ぼさざるを得ない状況であっ(た。

バーペン政権をして新規の財政経済政策の準備に向かわせたのは，このような内外の状況であっ

注(60) Finanzielhr tJberUick iiber dm  Eeicksluiushaltsplan 1933, S. 3.
( 6 1 ) 6 月 7 日の閣議で労働相シエ;y ファーHugo S ch a fferカ娜市周辺植民業め予算計上を求めたのに対して，クロズ 

イクは，力かる® 類の経践の評上は,これに相当する金航を所轄官省の他の経数で節減することなしには認め難V、と応 

削している。BA, R43I/1456, D7g0089. '
(62) ,,Brief des Reichsministers fiir Ernahrung und Landwirtschaft an den Reichskanzler am 22. Juni 1932", in:

BA, R43I/2045.
(63) Luther, H,, op. cU., S. 280 〜2.
(64) „Die Notverordnung", in； Der dmtsche Volliswirt, 6. Jg. (1932), Nr. 38, S. 1249.
(65) "Brief Hugenbergs an den Reichskanzler am 23. Juli 1932** .これに対してバ'— '̂^ンは，'r統—.的なW政経济プラ

ンを指針とした新秩序J を積® 的に致t設すぺく，来週中にも本的なお繼を爽施する意向であること 'を答えている。

,,Brief Papens an Hugenberg am 26. Juli 1932".いずれも BA, R43I/2655 所収。

( 6 6 ) この選举においてナツイス（N S D A P )は，608厳廣のうち230議廣を獲得（前回1 0 7 ) ,これにつぐ?J:会斑あ觉は133
議廣（前回1 4 3 )であった, ‘ ナツイスの得票は，同党の政権獲得以前にはこれが最高であった。

. —— 27(59) — ~~

3

?
 

v

'

i
 

l

i

i

l

i

i

?
 

H

I

.

 

J

i

l

 

I

 

i

.

J

-

1
 

J

? 

4
 

4

1

t

m

 

/
r

 

3

J-

I

さ

i
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雇用創出政策の成立

た。 6 月末以来各省の事業計画案を取りまとめてきた労働省は， 7 月2 1日の閣議の席上,雇用創出 

の た めの新規支出として3 億 1 ,8 0 0方R M を認めることを要求した。クロズィクのこれに対する回 

答は，要旨次の如くであった。恐慌克服のS 本的要因は経済活動自体のなかに上昇運励が起ること 

にあり，肩用創出政策はその補助手段に過ぎず, 前者が欠如している場合，後者は無益ですらある,. 
しかも，ライヒ財政収支は予備費の枯渴と収入欠損の塌大とによって逼迫しており，労働'着の要求 

の全額に応ずることはできない，可能な方法は，約 2 億R M を限度としてライヒ銀行の信用供与を
(67)

求めることである，以上。これはまた閣議の当面の結論でもあった。

その後の検討を経て， 7 月27 日，政府とライヒ銀行の交淡にほ次のような政府案が提示された。

道路建設（4 ,000万R M ), 土地改良（2,000万R M ) ,農業植民（も(̂ 00方R M )，リューゲン島堤防建設‘
(1,800万R M ) ,国鉄のレール敷設工事（2, 300万R M ) ,住宅建設 ’ 修績及び都市周辺植民（3,000方11-
M ) ,自発的労働奉仕の資材調達（2,000方R M ) ,廃船解体及び緋漁用小帆船の建造（1 ,600万R M )で,
総額は2 億 7 0 0万R M であった。蔵相はこれを補足して，当面の財政難から，1933年度及び34年度:
に潘環財源か予算に計上することを前提としてこれらの事業に手形信用を供与することを求めた。

(68)
これに対してライヒ銀行側は，まずその評議会め決定に墓づく方針として，ライヒ銀行による手形 

信用の供与は短期的な性格を維持すべきことを強調し，言十画総額（この場合でぎえぱ2 億70 0万RM) 
についての一括信用供与には1 理事会の方針として応じ得ず，個々の事業i十画についても，その事

(69)
業内容をそれぞれ検討したうえで信用供与の可杏が決定されると答えている。

このような方針をとる理Etlは，ライヒ銀行によれば，その手形信用が34億R M に連し，内I 2億R 
M は金融手形であり，他の20億R M 余には多額の非流動的な贷付が含まれていたことに求められる。 

こうしてライヒ銀行は，甚本的には信用需要に^5ずる態度を示しつつ，ライヒ政府に対して更に事
(70) ' ,

業内容の検討と可能な限りの縮を求めたのでちる。 但し，結果からすれぱ， その後, この2 億 

7 0 0万R M の信用需要は全額ライじ銀行の悉認を与えられた。 そして，振出される手形には，1 5力 
月を限度として4 回まで期限を延長することが認められ，一般的には1933年12月末日までにライヒ

(71)
財政資金によりその愤遺を終ることとされた。

注(67) BA, R43I/1457, D790456〜60.
(68) Einstimmigcs lErgobnis einer Erovterung im Generalrat uber Loiteatze betreffend Reichsbankpolitik (Juli 

1932)*', in: BA, R2ハ3447.
(69) 最後に祭られた観点から特に問題とされすこのは，国鉄のレール敷設工事の全額と廃船解体の相当額（貧金交給は手形- 

金融の対象たり得なし、という理山で）と農業植民（既述のようにそのポ業の困難性を理山に）でもゥた。以上の経過は，Aufxeichniing uber die Besprechung am 27. Juli 1932 zur Frage der Finanzierung neuer Aufwendungen fiir 
Arbeitsbescliafhmg", in:-BA, 7/cms Ni\ 345 による。 ' ' ，

(70) ..Brief des Ueichsbank-Direktoriums an den Rcichsminister der Finanzeft am 28- Juli 1932", in： BA, R2/1864a 
猶，この:|̂ 簡は部分的にLutlier, II., op. c i t , S. 287〜8 に引用されている。

( n ) この2 億 700方RMの信用供与は，以前の1億3 ,500：̂!7111̂ が中央銀行の1^割引保前':によるものであったのと異なん 

ライヒ銀行がiこ(梭の信用供与者となっている， 8 月以後，ライヒ厳行は,一方においてホ形引受のための銀行シンジケ 

一トの形成に努めると同時に, 政府との☆渉において巾lifl金触機関の利用を撒く生張することになる0 Statistische’ 
Ablcilung der Reichsbank, op. ciL, Bl. 176~7.
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目前の選学対策用の政策0 検射は7 月2 8日の閣議をもって終った。しかしその成果は，暫定全国 

:経済評i i 会の改組，銀行救済，対外及び農業負債問題等の羅列に過ぎない。雇用創出政策について 

，は，ライヒ銀行による協力の原則的嚴認が得られたとはいえ，個別. 查という蠻保が付されていた。 

雇用機会の目に見える増加という政治的効果を専ら志向した若干の閣僚からは，ライヒ銀行0 意向 

を無視してでも労務費中心の事業を拡大することが主張されたが，これに対してクロズィクは，問 

題は具体的な事業計画の策定とこれに甚づく発註の可否にあり，この可能性を確認し得るまで具体
(72)

案の公表は差控えることを主張している。この場合,.彼の意図は直接的雇用創出政策の実施を可能 

な限り遷延することにあったと思われるが, 同時に，当時の普す藥計画には即時英施の不可能な未熟 

のものが多かったのも事実であった。この問題は， 9 月以後の時期についてあらためて問われるこ 

とになる。いずれにせよこの時期には，雇用創出政策は積極的な展開を見るに到らず，また，政権 

'の側にもそのための主体的な条件は欠如していたのである。

7 月3 1日の選挙の結粟ゆ，国内の政治状況を一層不安定なものにした。何らかの意味での政策転
(73)

換を求める動きは一層広机且つ娥烈なものとなった。ライヒ財政収支はその逼迫の蓝を強めて， 8  
月1 9日の閣議では，大蔵省は各翁に対して物件費の10%削減等の描置を通告するに到’:^。プリ. ュー 

ニンク，の政策路線からの訣別を明確にし同時に当面する事態を打開するには,何らかの具体的な政 

策を提示せざるを得ない。パーペン政権にとってそれが雇用創出政策であり得ないことは，以上で 

見たとおりである。租税証券政策は，このような状況におけるパーペン政権の選択の結束であった。

’ 租税証券政策は，概要次のような措置から成るものでちった。第一に，1932年10月 1 日より1 年 

間を納期とする取引高税，営業税，土地建物税，運輸税を現に納付した者に対してライヒ政府によ 

り租税誰券が交付される(総額15僮2, 200万R M )。この租税証券は，1934年より38年までの5 年問に， 

毎年その額面の5 分の 1 までを所得税. 法人税を除くすべての租税.関税の納入に充てることが認 

められる。これは，現在時点での納税を条件に将来における減税を約束する措置に他ならない。雄 

ニに，1932年10月 1 日以後1 年間に，同年6 〜 8 月の3 力月平均以上に労働者を雇用した企業に対 

して，労働者1 人当り400 R M の租税証券が交付される（総額7 億RM)。いわぱ雇用奨励の措置で 

ある。これらの租税証券には4 % の利子が付けられて市場での流通が保誠されると同時に，有価証 

券担保貸付，手形割引等の担保として適格とされた。従って，租税証券は信用創造の手段でもあり

注(72) BA, R43I/1457, D790475-84.
(73) 8 月：L0日には，貨幣 . 信川経济研究協会Studiengesellschaft fur Geld- und K reditw irtschaftの雇;H剑出評pi，jが公 

まされた。Kroll,G ., op. oit., S. 404〜5 . ドイツ工業全国巡[flでは. 7 月19日，雇用創出を員会ヵ观され，また8 /J  
17日には，粋部会においてこの間題についての速盟としてのお:‘本力針が討謙されている。この’点については後描注(80〉 
参照。また， 8 月 1 6 日には， ゲーレヶGUntei* G erekeを指港者とするドイツ地:̂プヤか治体協議会Deutsch?r Landge- 
meindetag もその雇用創出計画を公ました。 Leitsdtze f i i r  ein Arbeitsbeschaffungsprogramm zur Bekebung der Ar- 
heitslosigkeit, hrsg, v, Verband der PreuBisehen Landgemeinden.ゲーレヶの案と行動については次な|を参照。

(74； RA, R43I/1457, D79Q563〜8.
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得た。また，この規定によって，税負担の軽減は1934年度を待たずとも起り得たのでもる。最後に，

この租税証券政策と同時に，1933年 3 月末までi c 限って，一*定の条件のもとで協定賃金率以下の賞 

■金で労働者を新規に雇用することが認められるようになったことを付加免ておかねぱならな、、。’と
(75)

れらの措置は， 8 月28日のミュンスターにおけるパーペンの演説によってその拙[-要が明らかにされ,
(76)

9 月 4 日及び5 日の大統領令によって公布された。

これら一連の措置は，パーペン政権においてどのようにして作成され決定に到ったのであろうか。. 
要点のみを摘記しておこう。それは，複数の主体の諸構想合成と若干の妥協から成立ったように

(77)
思われる。知り得る限りの最初の草案は内客から見て減税プラス強制公債案とも言うべきもので，

経済相ヴァルムボルトを中心に作成されたものと推察される。租税証券政策の最初の考案者はドラ

イゼ （ライヒ銀行副総栽）でるとするルターの想定が；iEしいとすれぱ， ドライゼの案は，ヴァルん
(78)

ボルトが強制公債案を作成する際に吸収• 利用されたと思われる。この案は，公共事業等の政府発 

註の増額という意味やの雇用創出政策は経济恢復のための本来的な手段ではあり得ないという認識 

に立脚し，現在生産過程の請主体にとって過重なものとなっている租税公課の負担を,減税と強制 

公債の発行によって流通過程に潜在• 滞留している所得および財産の負担に転嫁し，もって生産活 

動上昇の契機を創出しようと意図したものであった。具体的には，今後1 年に服って減税を參施す 

る。但し，大企業は，従来通り納税したうえで減税相当分について債務証券Verpflichtilngsschein 
の交付を受ける.。この証券は市場流通性と信用創造手段と.しての適格性を与えられ，更に，財産額 

を基礎に賦課されろ強制公債の仏込（1年後開始）に充てられる。その必要のない債務証券は，払込 

期間経過後，納税に充てることができる。他方，中規摸以下の企業の減税によって生ずる歳入の減 

少は，高額所得に課される特別課徴金の収入によって補填す？?。.大要以上の如き案であった。

記録によれぱ，8 月2 4日，バーべンの招® によって, ポピッツ，H ，シュミッツ，ヴr 一 ゲマン》* 
ゲッツCarl Goetz (Dresdencr Bank)力'、，クロズイク.， ヴァルムボルトと共に厢用創出計画について

注（75) SchuUkes$’ Enropaischer Gesehichlshalender, BcL 73 (1932), S . 147 vom 28. August 1932.
(76) "Verordnung des Reichsprasidenten zur Eelebung der W irtschaft vom 4, September 1932", in: RGBl I (1932),

S, 425〜32; „Verordnung zur Vermehrung und Erhaltung dei* Arbeiisgelej^enheit vom 5, September 1932**, in：
(1932〉，S ,の3〜5, 、

(77) BA, NacJdaB Hans Luther, Nr. 3 4 7 に無署名のタイプライタ一による8 更の文tiW:含まれている。その冒■むこは!;}:
第で "Entwurf 26. 8. 32—so von Reichskanzlei gebilligt dann iiberholt*'と記入されている。この文ftJfH体は，「草

.'身ぐといラよりもある原案の解説である。文中で r報告された針画から明ら力、なようにJ として本;*;で述べる内密を叙 

速したものである。但しこれをもって最初の草案と看做すのは，本文では下に述べるような経過から見た驚者の推;/[•' I 
である。碰'ぶと言えるのは，これが8 月261:1の酣議で时議に付されたととのみで;foる。 ^

(78) Luther, H., op. cil., S. 2 9 1 を参照。’猪，ルターの覚書 ..Notizen fur die morgigo (17. 8. 32) Besprechung' mit. 
dcm Keichskanzler", in： BA, Nachta/i Hans Luther, Nr. 3 4 6 の第5 項 に r雇用剑|jj計風：.これについてはヴァル 

トへッ力- . wiによって作成される付愿資料J ともり，この人物は32ィP 2 月以来の雇用創出にI契ける担当tr会議にライヒ 

銀行を代プよして川路-していることから—— 前揭注(36)參照—— -，彼がライヒ銀行としての草索を起填したことが:-#えら，

れるが，これにIMH~る記殺は一切存在しない《しかし，前揭住（77)に後げた文には, rこのHj侧の信Jり政策上の細0.
につ、てはライヒ報行との密接な磁力のもとに作業が進められたJ ともり，ライ奴行が草劇'1城にIM]与してI 、たこと 
は碗かでんろう。ヴァルムボルトと強制公(i，eの閲係については，前掲注(52〉参照。•
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雇用創出政策の成立m
協議している。内容については記録がないのや不明である。この協議の最後に予告されている「少，

数の重要な関係者とのこの諸計画に関すろ極秘の協議」Vこ相当すると思われるのが，翌25日の，パ.
ーぺソおよび若干の閣僚（経済相，蔵相, 内閣官房長官）とドイツ工業全国連盟代表との協譲である，

後者からは，クルップ'.Gustav Krupp von. Bohlen und Halbach (全国連盟会長) ，ジーメンスCart，
Friedrich v o n  Siemens (Siem ens & H a l s k e ) ,ボッシュ Carr Bosch (LG. Farbenindustrie A . G . )が参加^
した。この席上でヴァルムボルトがr包括的な経済計画に関する彼のプランJ として提案したもの.
は，大幅な減税の実施と強制公債の賦更にこれに加えて，貧金水準の協定による拘柬を綴和す

ることであった。減税の規模としては, 失業保険料の雇用主負担，賞業税と土地，建物税:おしくは.
取引高税について約18億R M ,強制公使の当面の発行額としては約2 億R M が予定されていた。こ

の場合，释資担の輕.減と強制公債の発行との関係は，世論の支持を得るための給付と反対給付の均；

衡として説明されているのを見ることができる。この提案に对しては，クルップからまず全国速盟

としてはま想を基本的に支持する意向が表明されたが，三者によって共通に指摘されたのは，負担

の軽減が直ちには新規雇用の増加をもたらし得ぬこと，問題は市場の狭膝化にももることであった。，

激制公債そのものについては，ボッシュがその評判の悪さを指摘したにとどまり，原則的な反対は

出されずに終った。散会後の政府関係者（上記4名）の協議においては，異議も含めて実質的に新

たな意見が出されることはなかった。猶，この際の蔵相の発言■からすれば，前白のポピッツ等との，

協議においても，.強制公債の契行可能性は，その私込期問を5 年程度とすれば保証されるという意
(80)

見で- 致していたようである。

翌 8 月2 6日午前，この経済計画案が初めて閣議に公表され，譲題とされた。この日のヴァルムボ：

ルトの提案は，従来の提案内容に，更に雇用奨励のために新規被傭者1 名当り賈金額の3 分の1 ,
約 400 R M をライヒ政府が支給する案を付加したものであった。要するに，強制公債および債務証.
券制度と組合わされた減税，協定賃金率の弾力化，新規雇用奨励補助の三点である。これをホけた：

協議で注目され'るのは，クロズィク力，S 前日の協譲における中力:的な態度を变えて強制公債案に反

注 ( 7 9 ) この協議についてのメモはBA, R 43I/1141所収， これには，パ一- ^ンの発言としてブ担当相及び私は，包括的な経 ,
. 済計画の本偶想についての詳細なぬ議においてライヒ銀行総栽と意見の一致を見たi とあるが，ルターの側にはこれ- 

を裏づける史料は見当らない。

(80) „Aufzeichnung iiber den Empfang* von Vertretern des Reichsverbandea der Deutschon Industrie beim Reichs- 
kanzler am 25, August 1932", in:BA, R43I/1141, L442097〜1 1 0 .但し先に当初の草案と呼んだものがそのままの， 

形でこの協議に提案されたか否かは，記録上明雄ではな！:、が，協議経過から見セ，草案の大綱にほ定K金率の力化を 

力flえた案が提示されたと見てよいであろう。猶,この会合がいずれの侧のホ入れによって開催されるに到ったかは明ら 

力、でない。明確なのは，全国運盟がバ一-̂ ^ンの政策決定に重大な関心を密せ，これに影製を及ぱそうとしていたことで- 
ある。 全国速 Ki 幹部会は， 8 月i ? n i ,当面の政策に関する基本的熊度として，経済の究極が彼復は雇用剑出fi-画によっ 

ては速成し得ず，卑ら生産?をの切下げ,，及び，これを拘束する制約からの解放によゥてのみM し得ること，照用創出 

計兩は公典資産の維持‘ （国鉄と郵使事業を指す）に役立つものに限ゥて実施するこ! :， 1̂ 1発的労働奉仕を捉励し将来 

における労働奉仕義務襟入の組犧的前提を構築するとと， を確認している。そして， ヘルレHerle (Gesclmftsfuhrer- 
deg R d l )の名において速i{!i内の地城別*斯，旧I儲組織に対し幹部会が政治への压カ行使に全力を投入することを伝： 

k . , 協力を耍している。 付のペルレの書簡による。RA, NacfihJS iSilverberg, Nr. 232’所収’

— ~ - 31 (93 ) 一一
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雇用创出政策の成立

サホの意向を表明したことである。一時中断のあと夕刻西開された閣議において強制公债案は強力な

ゾ反対に遭い，事卖上消減するに到る。クロズィク， シ-ッファーに支持されつつ最も強硬に強制公

•懷案に反対■したのはルターであった。反対論の趣旨は，強制公債が経済界において信任と新規労働

力屈用への意欲とを導出するのに否定的に作用するであろうこと，その制度は実施上余りにも複雑

に過ぎ堪純化を要することにあった。ルターは，強制公使および債務証券に代わる手段をSteuer-
gu tsch einと呼び,- .前者の断念を内閣に耍求した。強制公債の放棄によって政府案は「社会的均衡J
を欠くという懸念をパ^ンは爱明したものの，事実上この協議を契機として，政府案の内容は先

(81)
，に見た租税諷券政策の最終的な諸規定へと収敛していったのである。

このように，政策立案の当事者間には意見の相異が明らかであったにしても，彼らの政策論は，

所謂経済的自由主義において一致していたと言■ってよいであろう。経済恢復の契機は，雇用創出と

:いう人為的な政策の実施にではなく，費用と鱼担の低下による生産の拡大に求められ，これを起動

させるための政策として減税政策と雇用増加奨励策が取られたのである。それは，経済の自活を援

助しようとする政策であった。しかし当事者達に欠如していたのは，自活が援助を欠き得ない状
(82)

況にあることの認識であった。 ミュンスター演説において，政治的意図からにせよ雇用創出政策の 

.積極的な実施を公約し, 租税政策による経済的諸関係への積極的な介入を決定しながら，バーペン
(83)

，は猶，政府支出の削減と公共部門の再縮小を近い将来に期f # していたのである。

それにしても，租税証券政策は企業家集団の個別的利に強く牽引されたものであった。そのこ 

.とは，減税による受益の配分という意味のみでなく，協定賃金率への介入の実現という意味でも明 

ちかである。前記の7 憶R M の租税証券の交付という措置は，この介入がもたらす社会的反作用の
(84)

緩和という意図と，前述の決定過程から察せられるように，新規雇用奨励のための追加的贈物とし 

ての性格とを持っていたと言ってよいが，企業家集0 がこの樁置をどれ程重大な利言関心をもって
(85)

見ていたかは疑間でもる。強制公債をルターやクロズィクの意見によって撒回したことにしても同 

:様である。•強制公債については，大規模財産所有への攻撃とい’うその性格が彼らによって忌避され 

たものと思われるが，パ ッ̂自身認めざるを得なかった「社会的均衡J 喪失を敢えてしてまで

かかる決定を下だしたこの政権は，全国連盟の指導者達以上に企業家集団の利益を顏慮していたと 

f r ってもよいでもろう。

企業家集団の利害闕心が，減税と並んで， は市場問題にも向けられていたことは现に見たとお

注( 8 1 ) BA, R43I/1457, D790579〜89,猶,租税証券政策についての腐1 は，8月27日より9 /i 3 日の問の閲議で')I繞き行な 
われているが，とこではこれ以上立入らない。以上の経過については，Luther, H,,.吵，<;な,，S, 292〜 3 をも参照。

( 8 2 ) この点は，Petzina, Dieter, „Hauptprobleme derdeutschen W irtschaftspolitik 1932/33'*, in ： Vierteljahrshefte fiif  
Zeitgeschichte,15. Jg. 1 9 6 7 ,1 .Heft Januar, S. 22~3 の指摘するところでももる《

(83) 8 ガ2 5 1:1の全国速Si【代替との協議における発言。前 揭 参 照 。
<84) Luther, IL, op. cit., S /  293 を参照。
< 8 5 )緒※から晃ても， のケ億R Mの租税龍:券の大半-は当初の目的には使川されなかった。この点を含めて.粗税証券政 

策の傲の分析として，加藤栄一* rワイマル体制の経済偶造J JK大出版会，1973年，446M以下を参照，

■—— 3 2 ( 9 4 ) ——

H
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'りである。‘雇用創出政策は，一般論としては市場問題解決のひとつの手段たりうる害であった。し

カル，当時の全国連盟指導部の観点からすれぱ， との政策要求は， r労働組合的若しくは社会主義

.的に方向づけられた諸党派の連合戦線J によって担われたr計画経済若しくは国家社会主義的志

向J に他ならなかった。 8 月末，バーペン政権がこの動向に如何に対処するかを，全■連盟は緊張
(86)

Iこ満ちて注目していたのである。結果は既に見たとおりである。雇用創出政策が公認されるまで、に 

は，猶 9 月以後の一連の過程とヒットラ一政梅の登場を待たなれぱならない。

、

( 2 ) バーペン計画から緊急計画へ ■
バーぺン政権にとって，政策の主軸は減税と賃金費用の削減に定められたにしても，廣用創出政 

策そのものを蔑ろにすることは不可能であった。しかし, 当時の状況からすれば，政権の側からの 

雇用創出政策は，政権の外部からする同じ名目の政策要求と何らかの仕方でを渉を持ち対決せざる 

を得ない。この交渉は，租税証券政策決定の最後の時期， 8 月末に旣に始められていた。この外部 

力、らの運動を代まして政権との接触を求めたのが， ドイッ地方自治体協議会議長ゲーレヶであった。 

地方団体からすれば，失業者の増大は法の規定による生活保護支出の魚増をもたらして，財政は窮 

迫の度を強めていた。雇用創出は，地方団体の切実な要求たらざるを得なかったのである。彼は8 
月中旬，振替信用を利用した信用拡張による地方団体を主休とした独自の雇用創出計画を公表，政

(87) '
'府に提示し， 8 月末には，パ一-^?ンに対して，彼の周辺に形成された「国民社会主義から社民系労

. ( 88)
働組合に到る殆どすベての党派を包含した組織J と政府が接触を持つことを求めたのである。この

(89)
:問題が提議された閣議では，ルターとヴァルムボルトがインフレーシg ンを結果する政策としてこ 

.れを批判，他方.，国防相シュライヒャ一は，ゲーレケ案そものの意味よりも，ゲーレケの背後に 

.ある組織の持つ意味から考えて，ゲレケとの接触を維持することを提案し,ている。結局バーペン 

め制断によって実現されたゲーレケと政府閣僚との意見の交換は，しかしながら，クロズィクやシ 

ッファ- •を含む政府側の信用創造に否定的な態度と，銀貨鋳造をも含むゲーレケの主張との平行
(90) ド

線で終った。 9 月まのととである。この時点では，パーペン政権は猶，租税証券政策の成功を期待

.注( 8 6 ) ヘルレより韓部会及び加!}3諸組織あての8 月26日付の書简による。 BA, Nachlali Paul Silverberg, Nr. 2 3 2所収。

とこでは更に，クルップ等のパーペンとの会見が行なわれたことが報告され，引続ぎ迪盟の総力を傘げて政策決定に庄 

力を行使することを訴えている》

( 8 7 ) 湖揭注(73)参照。この所謂ゲーレケ，プランの骨子を考えたのは,，Petzina, D., op. cit., S. 23, A n m .1 7 によれぱ， 

ライヒ.围防ポのエッツ. ドル7  W alter von E tzd orf他数名であった。

(88) Ibid., S. 25, Anm. 2 1 によれば，ュッッドルフの仲分によって，国旗党R eidisbam ier,鉄 S ta h lh e lm ,社民系 

労働ね仓，ナッイスのシユトラソサ一派の述合体とゲーレケとの間に速絡が保たれていたといわれる。

•■(89) 8 |j 3 1 P 1 ,従って，粗税蕭券政策の検討が未だ続けられていた時点のととである。BA, R43I/1457, D7906i9~20.
<•(90〉 „Aufzeichnung iiber die Besprechung mit dem Prasidenten des Deutschen Landgeineindetages iiber sein Arbeits- 

bcschaffungsprogramm am 5. September 1932", in： BA, R 4 3 I /2 0 4 5 .その後 9 月 29 日の閣議において， クロ ズイク' 
はゲ~ レヶとの交渉が不調に終ったことを報告したが，パーペンは猶自ら被と接触を保つ意因のあることを明らかにレ 
ている.。BA, R43I/14,57, E>790353~4.

•-----  33、95 ) ------
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'することができたのである。

雇用創出政策に関する政権の態度が不变である以上, 雇用創出政策の規模と内容も，既に前項で' 
見たマ月末の案と同じであった。 9 月20日，大蔵省は，事実上前政権のもとで5 月に確定されてい. 
た 1 億 3, 500万RMの事業を雇用創出計画の第一部とし， 7 月末に大筋の定められた2 億 700万R 
Mの事業を就画第二部として，第二部の事業開始のために内容と資金調達方法の確定を各省に要請

(91)
した（rパーペン針画J とは，この両者を含めたものを指す)。 8 月中旬にライヒ銀行との交渉を終ってい 

ることから見れば，約 1 力月を空費したことになる。

この大蔵省の要請にも拘らず，属用創出計画の実施は，その後の過程において猶緩漫な歩みしか 

示していない。この点は，ライヒ後行より政府に対■して10月末以後11月にかけて再三に直って事業(9?A
の即時卖施，殊に厳寒期の到来以前の着工が強く要求されていることに明瞭である。政府侧がこれ

を受けて大蔵省の提唱によって関係各省の連絡会議を開いたのは12月 2 日であり，しかもこの席上.
で，第一部の事業はともかく，第二部の事業については，個々の事業内での資金配分が未雄定のも

(93)
のが相当額あることを確認せざるを得ない状況であった。 「パーペン計画」 が経済的な効果を現わ

(94)
し始めるのは33年春，ヒットラー政権成立以後のことで力) る。

他方，10月未から11月にかけては，租税証券政策がバーペン政権の期待とは異なり，事実上殆ど 

効果をあげていないことが明らかとなっゼゆく。 9 月15日から10月末日の間の失業者数は約15万人
(95)

の減であり，前年同期の30万人の増に比軟すれば，事態の若干の改善は主張し得たにしても，政策 

が有効であったとし得る状態ではなかった。11月17日の閲議では, 労働相が,協定貧金雜弾力化の措 

置が® 用の増加をもたらし得ぬ現状を報告し，翌年3 月を待たず年末でこの措置を打切ることを主
(96)

張するに到る。この政策が誤算に終るであそうことは，もはや誰の目にも明らかであった。また，
, (97)

減税を目的とした租税誰券は年末までに2 億 6 ,300万RMが発行されたが，これを手段としての信

冗 ? ? ^ や ザ "ひ

注（91) „Vermerk des Reichsininisteriums der Finanzen am 20. September 1932", in: BA, R 2 /1 8 6 4 8 .猶，Petzina, D., 
op. ci<., S. 24〜5 においては， この第二部の金額を1 億6,700万R M としているが，これは後に調整した結果の金額で 

あり，当時はすべて2 傷 700万RMについて交渉や作業が行なわれているので，これによることとする。

(92) Luther, H., op. cU.. S. 295〜6 が，放調するところである。最^910月が日付をもって食糧農業道にc{3入れが行なわれ， 

引統き労働あ ， 大蔵番，運輪おに同趣旨の，わ入れが行なわれている。猶, ル タ ー が S. 2 9 6 で ，,a m 19. O ktober"と書 

いているのは誤りで，am 19. November で る 。史料は BA, Nachlali Hans Liither, Nr. 349, 350, 3 5 1所収。

(93) "Nicderschrlft iiber das Ergcbnis der Ressortbesprechung im Reichsarbeitsminiaterium iiber das Arbeitsbeschaf- 
fungsprogramm am 2. Dezember 1932", in: BA, W i/IP  5. 370.

(94) 1933ザ 3 8 R現在. 1ゆ2年のライヒ政府履M劍出計!I jについては，ライヒ銀行の7̂ "割弓I取認額3 億も200方R Mの 

うち発註済額は2 億 1,600万R M ,す形割引額は7 ,6 0 0万RM (1932ギ末現在1,600万RM〉であった。国鉄と郵使事業 

については，W i何i取認額3 億500方R M ,発註済額1 億 7 ,0 0 0万RM, 手形割づI額 2,000万RM (32年末現在ゼロ） 

であり，1933づI:のライヒ政府の針画に'0 いては，Ff割引ホ認額5 { t R M ,究註浪額1 億 8,000万R M となっている。ラ 

イヒ銀行統計局作成の資料による，BA. NaeJila/i Hans Luther, Nr. 3 5 8所収。

(95) Statist-ische Abteilung der Reiclisbank, op. cit., B l .89.
(96) BA. R43I/1458, D791181〜2.
(97) Schimming;, Bodo, Die Sfeuerpolitik des Staates als Mittel zur Ford&i'ung der Arbeitsbesclutffung, Berlin 1936, S'. 

4 3 . (但し，加藤m —s  m m >  よる） .
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谓m iは兄、どB られない状態であり，租税諷券政策を糧極的に進めようとしてきた当事者達は， こ

(98)
の時期に，一様に失望の念を隱し切れないでいる。3 0 こ，協定貴全率解体の措置は，を表と同時に 

労働組合の激しい反対を巻き起した。この措置は，組合の側からすれぱ，新規雇用拡大のための措 

置を打消して猶余りある「社会的反動J の政策に他ならなかっ(g /i。
このようにffi税証券政策の失敗が明らかになり始める11月の初め，パr -ペン政権は，同政権にと 

ては最後のものとなる履用創出計画立案の試みを行なった。それは，ゲーレケの®用創出計画に 

墓づいて大蔵翁が作成した総額6 億R M の案である。生活保護受給中の失業者を主な対象として40 
万人分の雇用機会を創出することを目標とし，資金の調達方法としては， 2 億R M をライヒ政府に 

よる租税証券の交付，次の2 億R M をライヒ銀行による手形金融，残りの2 億R M を市町村におけ

る失業扶助支出節約分の充当によろうとするものであった。それは，財政難のライヒ政府に新たな 
■ (100)

債務を負わせることなしに6 億R M を調達しようとする案であった。クロズィクをしてこれを提案

させたのは，被まら「起励力J としての雇用創出政策の役割を認めざるを得なかったこともあるが， 

主として，雇用創出政策の役割を評価する大統領ヒンデンプルクのぼ力に負うものであったのと同 

時に，バーペンもまた，ゲーレケの案を利用することによってゲーレケの背後にある諸党派の支持 

を調達しようと意図したからである。

しかし，この案に対してはまずライヒ銀行の非協力が予想された。事実，前に見たように，ライ 

ヒ銀行は正にこの時期に旣;P：認信用梓の早期消化を政府に迫っていためであり， この行動には，’新 

規計園の立案を抑制する政治的意図が込められていたと見てよい。地方® 体については， ドイツ都 

市協議会Deutseher S ta d te ta gは協力の意向を示したのに対して，地方自治体協議会のゲーケは . 
この案に強く反対し， 6 億R M の全額をライヒが立替融資することを求めていた。結局，この案の 

見通しが立たないうちに，11月17日，パーペン政権は失脚し，粗税証券政策に代わる直接的な雇用 

創出政策実現の課題は次のシュライヒャー政権に譲られることになる。

シュライヒャ一政権が成立したのは，1932年12月 3 日である„ その組閣において，ゲーレケが新

注 ( 9 8 ) 運輸税納入額に対して交付される租税証券は国鉄の保有となるが，12月初の時点で国鉄はこれを榻杆とした発註の増 

加をしようとせず，5 月までこれを延期する意向だゥ;̂ことい：b れる。大蔵次官ツプルデンArthur Z ardenはこれを厂ス 

キャンダラスJ なijf態と極め付けている。„Aktenvermerk iiber eine Besprechung im Roichsfmanzministerium am 5‘ 
1 2 .1932  zwischen Staatesekretar Zarden und Vizeprasident Dreyse", in: BA, Nabhla/i Hans Tmther, Nr. 351; 
Luther, H., op, cU., S. 296〜7. また，ライヒ銀行は9 月以来, 粗斑証:蒸の市場における相場維持,これによる信川劍出の 

具体的な指示を各支店にケえてこの政策を被極的に進めてきたが， 1 2月の貨購市場の動向に関する報告では, r租税証 

券による融については引続きごく僅かの資金しか必要とされない状態で’ある」と述べなけれぱならなかった。Stafcis- 
tische Abteilung der Reichsbank, op, cU., Bl. 138.

(99) Petzina, D., op. ci<., S. 24.更に TWeringer, RoH» Das VerMltnis der Gewerkschaftea zu Staat U7id Parteien in der Weiinarer Reptiblik, Dissertation, Tiibingen 1954, S -138〜 0 を参照◊
(100) BA, R43I/1458, D791080〜2.
(101) BA, R43I/1457. D790456〜7. ’
(102) Petzina. D., op. ciL, S. 25,
(103) BA, 11431/1458, D791081〜2. .
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雇用創出政策の成立

談の雇用創出ライヒ特命養員に任命された。かつてパーペンによってその設置要求を無視されたポ 

ストがここに実現したととになる。それは，間近かに迫った厳寒期に向かって新政権が雇用創出政
... (104)

策を優先的に進めようとしていることの示威であった。同様の意図は，1 5日にラジオを通じて行な 

ったシュライヒャ一の政策宣言にも見出される。政策綱領の唯一の目標としてく雇用の創出〉が揭 

げられたのである〉。これらのことは，シュライヒャー政権が従来の政権とは真なった有効な政策案 

を持っていたことの誕左であるよりも，このような政策象徴を掲げることによる政治心理的な効果

への期待に基づくものであった。 ' ，

たしかに，雇用創出を政権にとって第- の諫題として掲げたことによって，また,協定賃を率の

拘束力を復原する措置を取ったこと（12月14日）によって，シュライヒャ一政権は労働組合の支持を 
' (106)

得ることはできた。しかし同時にそのことは，4k業家集団を敵に廻すことを意味していた。パ一-̂ °
ン政権の租税証券政策におけるのと逆の関係がここに成立つことになる。

シュライヒャ一政権の雇用創出政策はr緊急計画1」として具体化されたが，それは，資金の規模 

にして5 億R M ,その内4 億R M を州及び市町村の，残額 1 億R M をライヒ政府の事養として支出 

しようとするものでちった。この計画の大綱は，12月1 9日と2 1日の協譲で実質的な決定を見たので
(107)

あるが，その内容に立入るのに先立って，12月前半における主として資金調達に関する協譲に触れ

ておかねばならない。 •
® 用創出ライヒ特命委員に任命きれた直後，ゲーレケは総’額 6 億R M の計画案を政府部内で提示 

し，検討を求めていた。それは事業主体として市町村を予定し，生活保護を受けている失業者を就 

労させ，これによってまた市町村の生活保護に関する財政負担の削減を計ろうとしたものであった。 

n 月初には大蔵省がゲーレケぬきでゲレケ案を実現しようとしたのを，今やゲーレケ自らがその 

主導権においてこれを実現しようとしていたのである。関係各省の大臣と次盲，ゲーレケ，ポピッ 

ツ等によるこの案の検討の主な論点は, 資金調達方法と債務利子鱼担にあった。

まずゲーレケ自身について見れば，かつて彼が政権外にあって唱えてインフレ的と批判された資

注 (104) Vogelsang, Thilo, Reiehswehr, S taat m id NSDAP, Stuttgart 1962, S. 337.
(105) Schulihess' Europdischer GeschichtskaUndert Bd. 73 (1932), S. 223 sq. vom 15. Dezember 1932，
(106) Petzina, D., op. ciL, S, 27. ,
( 1 0 7 ) 以卞，この協議の内密については，特に注記するものを除いて次の記録による，„A ktenvem erk fiber eine Bespre- 

chungr im Reichsflnanzmmisterium am 5 .1 2 .1 9 3 2  awischen StaatssekretSr Zarden und Vizeprasident Di^eyso", 
int BA, NachlaB Hans Luther, Nr. 351； „Vermerk. Betrifft: Arbeitsbc^chaffung am 8, Dezember 1932", in: BA, 
R 2/18659 (12月 6 日の協議の記録）：»Vermerk» Betrifft: Arbeitsbesehaffungsprogramm am 10. Dezember", in: BA,
R2/18659 (12月 9 日の協議の記録)，

(108) 1929勾U 2月まで大蔵次官を務め，ヒルフアディンクと共に辞住したポピッツはパーペン内閣以来無任所相として入 

閣していた。閣議等では目;f tった発言'の范ど見られなか7 た彼がこの一^速の会議で辕極的にゲーレヶを支持して発言し 

ているが，それは，^ 時彼の開心が財政調整を巾心とした地方財政問題に向けられてい:fc故と思われる。抓ポピッツ 

の思想と行励に関しては次の文献を参照◊ Dieckmann，Hildemario, Johannes Pojdtz. E n itokk lm g und Wirksanikeit 
in  der Zeit der WeiTmtrer Rejniblik, Berlin 1960； Bentin^ Luta-Arwed, Jckanws Popitz im d Carl Schmitt. Zur 
mrtschafi^uhen Theorte des totaUn Staates in  Deutschland, Miinchon 1972.
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雇用創出政策の成立 ’
杂調達方式は，もはや語られることはなかったが，それ以外に具体的な方策を提案し得た訳でもな 

かった。彼の主張は，要するに，20年を超える満期の長期信用をライb 政府の别子A 担で市町村に 

提供することにあった。ルターの示唆に基づく新規雇用奨励のための租税証券の- - 部 （5億R M yを 

市町村に交付する案は，大蔵省，ライヒ銀行等によって主張• 支持されたが，ゲーレヶやポピッツ 

は強くこの案に反対した。理由は，租税証券はその現金化に困難が伴い，また，新規履用奨励措置 

そのものが廃止されない限り交付額を確定し得ないことにあった。これ以外の多様な方法の检討を 

経て，資金調達方式については，次のような中間的な確認がなされている。第一̂に，2 年を限度と 

する手形をライじ銀行が割引くこと，その償還に開しては少なくとも1 年間の棟結期間を設けるこ 

と，第二に，爱付の期間は当該事業の存続期間に一致させること，一般的には，貸付の償還期限は 

20年とすること，以上であった。周知のように，前者は立替金融であり，手形支れ人たるライヒ政 

府は立替金融機関乃至手形保有者，最終的にはライヒ銀行に対して支拭、義務を負うことになる。後 

者は所謂最終金融であり，手形支払完了後，ライヒ政府は事業担当者，この場合では市町村に対し
ひ10)

て債権を持つことになる。上記の確認は，この両局面についての規定に他ならない。

協議内容から離れて雇用創出政策の資金調達の経緯を見るならば，ここで確認されたことは，プ 

ュ一ゴンク政権未期の1 億 3, 5 0 0万R M め雇用創出政策以来その実施の過程でとられて#た方式 

を追認し一般イ匕しようとするものであったしまた，後にヒットラ…政権のもとで労働国庫証券に 

よる資金調達方式として取られるものと同じ型のものであった。その意味で，雇用創出政策成立の 

過程における重要な確認であったと言■うことがでぎる。

再び協議内容に戾るならぱ，猶未解決の問題のひとつは，立替を融においてライヒ政力':立替金 

融機関に提供する手形支払義務の保誰を何に求めるかにあった。パーペン'計画をこおいては歳出予算 

への計上がそのね証とされたが，との可能性が汲み足されているとすれば,何らか別の方法に依ら 

ざるを得ない。この段階の協議では，その答は見出されないままに終っている。結果を先取りする 

ならば，新規雇用奨励のための租税証券がこの保証として立替金融機関に供託されることになる。

更に，最終金融における利子負担をライヒと市町村のいずれが鱼うぺきかという問題も，この協 

譲では解決を見るに到らな力、.っ，た。 ゲーレヶとこれを支持するポピッツからすれば，腐迫した市町 

村財政は利于倉担を伴う債務を負い得る状態にはなかった。むしろ無利子の借入れによって公共事 

菜を拡大し，失業者を減少させてその歳W資担の削減を評ることが急務とされたS これに対して大 

蔵翁は，市町村財政の通迫は一時的なものであり，また，無利子融資はG ffaの括励に愿影響をも 

たらすという理由で，ライヒによる利子負担については強硬な反対の態度を収り続けていた。

1 2月19日と2 1 日の’協議は，これらの未結着の論点に関する妥協の過程であった。1 5 日の大絲領

注(109) LuUier, H., 01) .说，S. 297〜8 を参照， '
(110) Friedrichs, Adolf,-"Die Finanzlei-ung der Arbeitsbeschaffung", in： Banh-Archtv, XXXIII, Jg., Nr. 7, S . 133 sq.^m m - 前《  455更 以 下 を '

— 37(9 .9 ) — ‘
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零î L基づくライヒ政府®用創出委員会は，19日にその組織会と最初の協譲とを行なった。協議にお

いては，まず計画規模について6 億R M を主張したゲーレケは， 6 億R M でライヒ銀行と妥協する

ことを主張した蔵相クロズィクその他大半の出席者のなかで孤立し，結局後者の案が政府案とされ

すこ。次に，狙税証券による新規履用奨励措置の廃止というゲーレヶの耍求も，主に政治的理由から

廃止に反対する多数意見に出倒されることになる。最後に，ゲーレケの主張するライヒによる利子

魚担については，クロズィクの反対論が孤立し大蔵省は収益的ま業についてのみ事藥主体たるホ
(112)

町村に利子負担を求めることで妥協せざるを得なかったのである。

翌々日に開偶された政府と中央銀行の首脳会談で，手形支払義務保証として租税証券をま当して 

5 億R M の立替金融を行なうことが確認さふ/こ。緊急計画の大綱は，比較的短時日のうもに決定さ 

れたと言■えよう。，'
猶，ゲーレケはこの協議の最後に，クリスマス以前にも5 億H M の計画規模の拡張を提案する意

図でもることをルクーに告げ，吏に, その直後の雇用創出委員会において， 5 億R M 案の公爱の際

近い将来における拡大の意図をも明らかにすることの了承を求めている。しかしこれもまたクロ

ズィクによって抑止された。かくて，緊急計画の第一次措置としての6 億の決定のみが公表さ

れることにゲーレケが再び計画規模増額を提案する機会を持つことができたのは , 1 月24日

であハた。 この0 , ゲーレケの発言に対してシュライヒャ一は，「事態の一層の悪化を避けるため
(115)

め保険料としては，たしかにこの計画規模は控え目に過ぎる」と語ったものの，その4 日後，彼は 

ライヒ"i•相を解任されたのである。緊急計画の追加増額の仕事は,次の政権に引継がれることにな

た。
ひ16)

最後に，緊急計画をその制度化された内容に従って要約しておこう。

•'主（111) Verordnung des Reichsprasidenten iiber MaBnahmen zur Porderung der Arbeitsbeschaffung und der landlichen 
Siedlung vom 15，December 1932", in: RGBl I (1932), S，534sq.

(112) „Vermerk iiber eine Sitzung des Ausschusseis der Reichsregierung fur Arbeitsbeschaffung am 19. Dozember 
1932", in: BA, R 4 3 I /2 0 4 6 ,この養爲会は，ライヒ首相，蔵 相 （クロズイク），経済相（ヴァルムボルト)、， (ズ 

イルップFriedrich S y r u p ) ,雇用創出特命委員（ゲ，レヶ），ポピッッ（無任所相）によって構成された。

(113) ,Bosprechung in der Reiehskanzlei am 2 1 .Dezember 1932, betreffend Arbeitsbeschaffungsprogramm**, in: BA, 
Nachla/i Hans LidJier, Nr. 3 5 2 . '

(114) "Vermerk iiber eine Sitzung des Ausschusses der Reichsregierung fiir Arbeitsbeschaffung in der Rei6hskanzlei 
vom 2 1 .Dezember 1932", in： BA, R 43II/540.猶， クロズイクが5 億R Mを更に増額することに反対した際の理山は, 
ライヒ政が32イP庇オ■H'こ約8 億R Mのホ宇となる兒込であり，そのためのライヒ銀行の信用供与が必要であることに求 

められている。3拖度の赤字額はたしかに約6 (®RMに達したが，32年12月末日から33ギ 3 )1末日の問のライヒ銀行に 

よるfflMiへの信川供与の純増は約1 億R Mでを) ったとられ j クロズイクの発言に政治的意1S3がなかったとは言えない 

ように思われる。 謝収支については，„Kassenlage des Reichs'*, in: BA, R 2 /1 3 39 9による。 ，

(115) "Aktennotiz uber die Sitzung des Ausschusses der Reichgregierung fiir Arbeitsbeschaffung in der IleichskanK- 
Ici am 24. Januar 1933", in： BA, Nachlali flans Luther, Nr. 354. 但し  BA,. R43II/540 にあ)る同じ会議の記録に 

はこの☆は記战されていない。

<(116) ..Durchfuhrungsbestimmungen zur Arbeitsbeschaffung', vom 6. Januar 1933", RGBl I (1933), S . 11 sq.： Ver- 
ordnunsi zur DurchfOhrung der Arbeitsbeschaffung, vom 26. Januar 1933", RGBl I (1933), S. 31 sq.； „Verordnung 
des Reichsprasidenten iiber finanzielle MaBnahmen atif dem Gebiet der Arbeitsbeschaffung, vom 28, Januar 1933', 
RGBl I (1933), S. 31. ■

—— 38(100) ——
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評画総額5 億R M は次のように配分される。1 .地方団体の管理すネ道路，2 ,同じくガス‘ 水道， 

電気4̂ 業̂，3.ライヒ関係の事業に各1 億RM , 4. 土地改良，道路工事，河川調整，植民事業に2 億 

R M 。前三者については，立替金融機関を5 f f a とし他はレンチン銀行Rentenbank-Kreditanstalt 
とする。貸 付 （前記の最終金融）の期限は最高25年とし事業対象の予想される存続期問によって定 

やられる。立替金融については，租税誰券を支払義務保誰として上記の事業規模に応じて5 f f a 若 

しくはレンチン銀行に供託する。従って，手形の有効期間は，租税証券の満期である1934年4 月 1 
'日より38年 4 月 1 日までとされた。他方，ライヒ銀行の側では，手形の割引を容易にするため銀行 

シンジケートの形成が進められることになった。

以上から明らかなように，バーペン政権の粗税証券政策は，殊にその新規雇用奨励措置の失敗を 

通じてシュライヒヤー政権の緊急計画の成立に貢献することとな^ll/i。しかも，ここで制度化され 

る資金調達方式は，ヒットラー政権とシヤハトnjalmar Schachtの指導のもとに繰り広げられる雇 

用創出計画のそれに原則としてそのまま引き継がれてゆくことになる。また,施行規定が示すよう 

に，事業内容も「国民経済にとって価値あるものJ の理解の如何によって一層の姑張の可能性を持 

つことになった。更にまた，シュライヒヤー政権において初めて，雇用倉IJ出政策は政権の側から操 

.作される政策象徴としての役割を担うようになったのである。

m 1 9 3 3年 2 月〜 5 月 

—— H 用創出政策の成立——

ヒットラーが政権を掌握したのは1933年 1 月31日であった。そして,ナツィス独自の雇用創出政 

策といわれるr第一次ラインハルト計画」が決定されるのはその4 力月後， 5 月3 1日のことである。

この間，雇用創出政策に関する重耍な措置は，その殆どが3 月 5 日のライヒ議会選挙の後に行な 

われている。3 月 7 日には，ヒットラーは閣議で中央ぽ行総栽更迭の考えを明らかにl! , ル タ ー は 結 

局ヒットラーの耍求を容れて，3 月16日，その蒲任がライヒ銀行評議会によってメ 認された。その後 

直ちに選ばれた新総裁がシャハトである。 3 月24日には，屑用創出ライヒ特tfi?委員ゲーレケが，公 

金横領と不忠誠の廉で政治犯として逮捕され，その地位を逐われた。前年12月以来その存廃を問わ 

れてきた®税証券による新規藤 用奨励措置は， 3 月3 1ロをもって停止されることになった。これと

注 (117) 1932勾渡末における租税証券の発行額は9 億 3 ,5 0 0方R M ,その内4 億 3,000方11]\1が納税の見返りとして，も000 
万R M が新规雇川奨励招fだよとして発行され, 4 億6 ,400万 R M が緊急II-画における支払義務保証として{M£された。 

Finanzieller Uberblick iiber dm  lieiekskaiisIiaUsplan 1933, S .マ‘.
(118) 「財政と経济の鎮域では，次のことに注Hiすべきでもる。ライヒ銀行の衍襟者の更迭が無条件に必要である，その長 

には動かし易い入物が適当である。J BA, R43I/1460, D791989.
(119) Luther, H,, op. c it,  S. 304〜 8‘ 猶，次の文献も参照。Bracher, Karl Dietrich, Wolfgang Sauer und Gerhard 

Schulz, Die mtionalsozialistisclie Maehtergreifung, Stiulien Errichtung des iotalitaren Herrscha/tssystems in  
DmiscMand 1933/3も Z Aiitt., Koln und Opladen 1962, S. 786.
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雇用創出政策の成立

同時に，前政権より引継いだ緊急計画は，従来の5 億R Mに 1 億R M が迫加されることになる。 4‘
月 1 日には，更に，ラインハ ル ト Fritz Reinhardt (ナツィス）が大蔵次官に就任した。そしてその，

2 力月後，彼め名を冠したナツィス最初の雇用創出計画（資金規模10慮R M )が決定，公表されるこ.
とになる„ ’
一見して->  ツィスが選挙にのみ関心を策中して政策的には無為に過したと思われる2 月に，実際

には雇用創出政策の内容や位置づけを定める重耍な協議が政府部内では行なわれていた。この項で

は最初にこの問題を取上げる。そして第二に，ラインハルト計画の決定において明らかにされるじ

ツトラーめ雇用創出政策に関する構想を見ることとしたV、。 ■
(120)

第一の問題は，雇用創出と再軍備との関係をめぐるものである。ヒツトラーのこの点についての，
(12り

息解が明示されるのは， 2 月 8 日の主要閣僚協議においてである。上部シュレーズィェンにおける

貯水ダム建設費25 0万R M を1933年度予算に計上するという運輸省提案の射譲において，ヒツトラ

一が「すべては軍事力のために！これからの4 〜 5 年における至上の原則はかくあるべきであるJ
と再三強調するのを，我々は見る'ことができる（2 月 1 日のラジオ放送では，国民に向かって，r 4年以内

(122) ■
に失業を克服.しなけれぱならないJ と語っていることと対照されたい)。国際関係におけるドイツの同権 

化は近い将来理論的には必ずや承認されるでんろう。しかしそれには実質的な同権化，すなわち 

ドイツの？J軍備達成が伴わねばならない。 「政府によるすベての雇用創出政策は， ドイツ国民の 

軍備の観点から不冗欠か否か刺断されねばならない。」

同様の観点は, 緊急計画のうちのライヒ関係1 億R M の配分につい'ても保持されねぱならない。 

これが， 2 月 9 日の履用創出委i i 会におけるヒツトラーの主張であった。倚単に協譲の経過を跡づ 

けて見れぱ次のとおりである。 1 億R M をめぐって各省から提出された要求額は合計4 億 ;R Mに連 

した（内，国防省1億R M ,その他の;ijf軍備を目的としたもの6, 000万R M )。ゲーレケは，新規雇用奨励描 

置を廃止して1 億R M を追加し，ライヒ関係の事業規模を2 億R M とすることを提案，蔵相クロズ

舰 awn

イクは，前記措置の利用は中小資本が生であることを理由に廃止に反対（従って5億の規模は維

注 ( 1 2 0 ) 猶, この問題については次の文献も参照。 Petzina, D., op. c it,  S. 4 2 sq.; Ries, Bertold, Die Finanzpolitik im  
Dmtschen Reich von 1933-1935, Dissertation, Freiburg im Breisgau 1964, S . 14 sq.

(121) ,,Auszug a us der .Niederschr ぱ t iiber die M i nis terbosprechu ng vom 8. Febriiar 1933, Bail eines Staubeckens aui 
der Malapane bei Turana in Obcrschlesien", in： BA, R43II/536. ,

(122) SchuUhess' Europaischer Geschichtshalender, Bd. 74 (1933), S. 36 vom 1 . Fobruar 1 9 3 3 . . .
(123) ..Nicderschrift iiber eine Sitzung des Ausschussea der Reichsregierung fur Arboitsbeschaffung' in der Reicha- 

kanzlei am 9. Februar 1933", in： BA, R 43II/540.猶，ヒットラー政権下でのこの委员会は，货机副首相（パーペンH 
践 相 （クロズイク），経済;H1.(プーゲンベルク），労働相（ゼルテFranz S e ld t e ) ,ゲーレケ，ポピッツ（プロイセン大 

.蔵翁お当ライヒ特命！?貝 Konimissar fiir das preuBische Finanzm inisterium )によって構成された 力 觅に国防相. 
(プロムベルクWerner von Blomberg) と航空担当ライヒ特命を員 （ゲーリンクHernrnim G S r in g )とが当分のfiijこ 
れに招請されることとなった。

( 1 2 4 ) ゲーレヶはこの要求を前1:1の雇川剤IHを員会において既に提起している。"Niederschrirt iiber eine Sitzung der 
Ausschusse der Ileichsregiertmg ftir ArbeitsbesclmlFung' und fiir landliche Siedlun^ in der Roichskanzlei am 8.- 
Februar 1933", 5n： BA, K43II/540. '
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持）し，各省の要求を削減して（国防省分を5, 000ガR M ,その他の再率傭を目的としたものをも000万RM.
とする) , ライヒの事業規摸を1 億 2〜も000万R M とする（従って地方団体分は減額される）ことを主張,I
ポピッッは，これに対して地方団体の4 億R M の維持を求めた。これらに対する国防相プP ムベル

クの意見は次のとおりであった。国防軍は多年度に直:?̂ 蒋軍備計画を立案し，その第一段階(最限

必、耍な軍備）を 1936年までに達成する予定であること，国防軍にとって不可欠なのは，全評画に必.
要な資金が所定の時期に確保される保証を得ることであり，これが与えられる服り，当面5, 0 0 0万
R Mへの削減に敢えて反対しない，以上であった。

この多様な意見に対するヒットラーの態度は，第一に，前述の基本的な見解の強調であった。第

ニに，地方団体の事業といえどもこの基本的な観点からして不要なものの削減は止むを得ない。第:
三に， 防省の要求額は凡そ考えられる最小規模のものである。これに甘んじ得るとすれば,それ

は再Jg備のテンポを当® これ以上加速し得なI 、場合のみである。緊急計画は再軍備の実行にとっ て

最適Q ものであり，また，これを政治的に擬装する手段でもあり得る。そしてヒットラーは，新媒

雇用奨励措置について双方の意見を取入れつつライヒ謙会選挙以前には決定を下ださないとしたの.
である。当面の具体的な結論は，ライヒ関係の規模を1 億4 ,0 0 0 万R M とし，その内9 ,0 0 0方RM
を国防省およびその他の再軍備関係の事業とすることであった。

当面決定を窗保された新規履用奨励措置の存廃については，選挙後の3 月15日の閣議決定を経て,_
17日の属用創出委員会において廃止と確定した。これに件ってまた，緊急計画の規模を1 億R M 増

額 し ：この増額分は国防関係の事業に充てることが決定さ; 従って，緊急計画は総額6 億RM ,
その内ライヒ関係が2 億も0 0 0；̂R M ,後者のうち国防関係1 億 9 ,0 0 0万1 ]̂\/1として確定1：ナ̂。こ

れは，立替金融による軍費調達の嚼矢に他ならない。

このような経過と指導者の•g'動から，我々は,、ヒットラー政権においては当初より雇用剂出と再：

軍傭とが同義であったこと，軍事支出とその他の公共投資支出との関係からすれば前者に優位が与

えられていたことを息ることができる。しかもその際，ヒットラー政権は，以前の諸政権のもとで

築かれた.政策機構をそのきま利用して自らの政策を開始することができたのである。

ただし，再軍備若しくは軍事費については，猶，次の2 点に言及しておかねばならない。第一に,，

Iff軍備そのものはこの時点で全く新たに始められたものではなく，ヴァイマル共和制下において秘
Q27)

密裡に進められてきた再軍備の維続に他ならない。本稿の取扱う範囲を超えるこの問題は措くとし 

て，第二に/ 後見る第-^次ラインハルト針画には直接再軍備に役立つ事業は含まれていないとい

注(125) "Vernierk iiber eine Sitzung des Ausschusses der Reichsregierung fiir Arbeitsbeschaffung am 17. Marz 1933**,. 
in： BA, R43II/540.

( 1 2 6 )後の記綠で「特別措置J と呼ぱれるものがとれに当る。"Ubersicht uber die Verteilung der Arbcitsboschaffungs- 
mittel auf die gofordortpn MaBnahmen und die Kreditanstalten (am 7. Juli 1937)", in: BA, R2/18412.

( 1 2 7 ) この問题[こついては，Bracher, KJ)‘，u. op. c it ,  S. 745sq*； Absolon, Rudolf, Die Wehrmacht im  Driiten>, 
Reich, .Bd, I, Schriften des Bundesarchivs 16/1, Boppard am Rhein 1969, S. 29 〜 35 を参照。
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う問題がある。国防名、は33年度-経常歳出予算における7 億 2, 0 0 0万R M に加えて先の1 億 9, 0 0 0万
H M を手にしていたとはいえ，当面これを超える要求をラインハルト計画の策定において提起はし 

なかったものと思われI このことの説明は，勿論，ヒットラー政権が直面していた内政及び外交 

上の多様な関連に求められねぱならないが，以上で見たこととの関係で言■えぱ，ヒットラーとプロ 

ムベルクの発言に、])]らかなように， 軍備実行上の物理的若しくは技術的な制約に，少なくともそ 

の理由の一端を求めて誤りではない。ヒットラ一及び国防省としては， 軍備の長期計画実現の保 

証を確保したことと，軍事費に関する財政統制を事実上空洞化させることとによって，当面は足り 

るとしていたと思われる。この最後に挙げた問題もまた本稿の範囲を超えるので，別の機会に部!ら 

ざるをえない。

最後に，第一次ラインハルト計画の決定において明らかにされるヒットラーの雇用創出政策の構

想を見ておくこととしよう'。
(130)

第二次ラインハルト計画は，1933年 6 月 1 日に法律として施行された。内容的に見れば，この計 

画は貸付と補助金支給と税制上の特別措置の三者から成るものであった。計画規模は10億R M , 資 

付資金の調達方式は緊急計画のそれを踏襲する。 但し， かつての租税証券に代って労働国摩証券 

A rb eitssch atzan w eisu n genが発行される。対象は，緊急計画とは異なり，公私両部門の専ら非軍事 

的な諸活動とされた。'結果からすi S l  .交通手段2 9 % ,地方公益事業12% , 州及び地方団体の建設 

事業1 7 % ,住电の修理，建設18%, 士地改良 . ，業植民15%等となった。この内，補助金支給の対 

象とされたのは，主として住宅の建設. 修理と地方® 体の道路事業ヤある。最後に，租税政策の面 

では，農業及び工業の生産に必要な設備• 施設等の調達• 更新のための支出に関して所得税，法人

注 ( 1 2 8 )多くの研究文献が指摘するように， ドイッのPPW荷が本格化し， s[£3l嫩がその絶対額においても他の費目との関係 

においても顕著な増大を示すのは1934ギ以後のことでもる。Ei.be, Rene, Die ^mtionalsozialistische Wirtschaftspolitik 
1933-1939 im  lAchte der modernen Theorie, hrsg. v. Basle Centre for Economic and Financial Kesearch, Series 
B, No. 2, Zurich 1958, S. 24 sq.; Meinck, Gerhard, Hitler und die- deutsche Aufriistung 1933-1937 , VerolTentli- 
ehungcn des Institute fiir europaische Gescliichte Mainz, B d .19, Wiesbaden 1959, S. 86 sq. ； Ries, B., op. a t., S. 70 sq. 
を参照。但•しリースは，第一次ラインハルト計画の補助をの内には，® 接取備を目的としたものが2 ,2 0 0方RW[含ま 

れているとしている。Ibid., S. 29.
.(129) 5K事微こ関する財政統制の空洞化に言及するのは， 次のような?jV突に注口すべきだと者えるからである。第三ホ!® 

におけるライヒ会fi.検院の地位低■下は，1933年12月13日のライヒ歳計法黎二次修正II. Novelle zur Reichshaushalts- 
ordnung vom 13. Dezember 1933, in： RGBl 11(1933), S. 1007 を匪期とする。この点については Heiniど, KuVt, Das 

もI. Bd., Die Budgetkontrolb, Tiibingen 1949, S .124〜5 を参照。しかし軍事5!!̂ にぽける限りは，既に33年 4 
> より会計が殖院の機能は制約を受けるようになった。 4 > 1 4 Rの閣謙は，ライヒ國防評議会Reichsverteidigungsrat

の設殺を認めると同時に，叙速に墙大した秘密5 数の収支に閲して従来の惯行を変え， 国防省に大網なiiuti敦faの 

権限を認めたとし、われる。このお！® は会計検院による檢ギj-の権阪を箸しく制約するものであゥたため，ゼーミッシュ 

(会計校院院長） は国防相• 蔵との協議においてW考を求めたものの，猪局閲議の決定に従わざるを得なかった。 

先のヒットラーの鉴本めな見解と'国防あの熊度と， これらの事突との問には何らかのliy係があると見て誤りではないと 

思われる，以上の経緯に閲する会評檢院側の記凝は' ,BA, NachlaB F.E.M. Saemisch, N r ;135 (..Farbigo Haushalte" 
fur Riistungsaiisgaben： Umbau des Heeres； Priifung des Reichswehretata, 1 9 3 3 )に収められている。猶，ライ 

ヒIfil防評議会については，‘ Absolon, R,, op. ciL, S. 4 6 を■参照。

.(130) ..GesetK zur Verminderung der Arbeitslosigkeit vom 1 . Juni 1933", RGBl I (1933),.S. 323〜9.
(131) Petzina, E>., op. cit,, S. 47.
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税 ，常業税の軽減が規定された（これに並ぶものとして，その直後，更に営業用紐造物の補修にっいて诚税 

が規道された) 。猶，これらの措置に加えて，女子労働力の家庭復帰をrj標とした所謂結婚焚励'貸付 

等の措置が収られた。所謂ナツィス独自の雇用創出計画は，このような内容をもって公布•実施さ 

れたのである。

ところで，この第一次ラインハルト計画の決定を翌々日に按えた5 月2 9 日， ヒットラ一の招請に 

よって約20名の産業，金融 . 商業の各界の指導者連が参集し，これに政府関係者が加わって，雇用 

創出政策に関する協議が行なわれた。正確には，それは協議というよりも，ヒットラーの演説と参 

加者有志の発言の場という.べきものであで/ i 。
ヒ ッ トラーがこの席で具体的な政策として挙げたのは，租税の減免や補助金による住:セ建設の促 

進と道路事業の意欲的な拡大であった。就中後者は，既存の道路網の改善ではなく，全く新たな構 

想での自動車専用道路の建設であった。.こうした具体的な政懷提示に先立って，ヒ ッ トラーは自ら 

の並本的な理解を次のように述べている。現代の世界のすべての国々を抑圧している最大の問題, 
すなわち失業問題の解決は，国家の側からではなく民間経済の側からのみもたらされ得る。この前 

提からすれば，単なる国家による発註の増大や再雇用の奨励によって危機を克服することは不可能 

である。国家の活動は，正に国家の政治的な目標，すなわち国際的なドイツの同権化に向かって規 

定されねぱならない。

経済界の指導者達の反応は，勿論，肯定的なものであった。本搞の論旨において1Tえぱ，かって 

プリューニンク政権の初期に問題とされたアウトバーンの建設が，一^層大規模に卖行されようとし 

ていたのである。それは，その事業自体の自償性の有無に関する考慮を超えたものであり，自動車 

輸送の急激な増加を近い将来に予想してこれに対処しようとする意図に基づいてv(、a L このような 

アウトバーンの建設は，住宅建設と並んで巨大な需要を産業に約來する。そして,そめ先に公共需 

耍として来るものが何でもるかは，明示的に語られることはなかったにせよ，ヒットラーのH う同 

権化の意味かち明らかだった害である。これに加えて，前年春以来緊急計画に到るまでの雇用創出 

政饿耍求の担い手達は，ゲーレケを含めて既に姿を消していた。今や廣用創出政策は，経済界の指 

導者達にとって体制維持にっながる市場拡大の方策と映ったと雪■ネよう。

ところでヒットラーは，雇用創出政策をそれだけ切離して経済界r 提示したのではなかった。こ 

れIU 嫌税負担軽減の公約が組合せられていた。2 9日の協議でもこのことは言■及されてI 、た力' ; , 31
' (134)

日の主要閣僚協議におけるヒットラーの発言は，この意*ルで一層明確であった。 「金業の税資担は，

注U32) "Besprechung m it Industriellen uber Arboitsbeschaffung am 29. Mai 1933**, in: BA, R43II/536.
(133) „Vermerk iiber den Empfang des Generaldirektors Hof von der Hafraba am 8. April 1933", in: BA, R43II/503. 

爾後，アウトバーンjir設.立案の一速の過程がこれに続くことになる。猶，拙格ij潘にほjする船M ?の原身販银路網 

の改善であったのに対•して，アウトバー'ノの建設をホ.張しナこのはヒツトラーでホ) った。 '
(134) „Vemerk uber die Cliefbesprechung am 3 1 .Mai 1933 tiber Arbeitsbeschaffung**, in: BA, R43II/536.
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今後5 年間1932年の水準を超えてはならないJ。* この趣旨は，ラインハルトを通じて翌日公表され
(135)
た。結果はともかく公約された限りでのこの租税政策は，かつてのバーペン政権の不況克服策の並 

本的な考え方と異なるものではなかった。いずれにせよ，この面での公約が伴うことによって，愿 

用創出政策が企業家银団にとって一層受容れf A 、ものとなったことは確かである。 

このように見てくるならぱ，1933年 5 月末にぉけるヒットラーの政策構想，従ってまた,'これに 

基づく第一次ラインハルト計画は，過去の諸政権が志向した恐慌克服策を，それぞれが持っていた 

枠組)̂ 、ら切離して組み直したものだったと言*ってよいであろう。これらの政策装置をヒットラーが 

独まの意図のもとにどのように使い始めていたかは，再軍備と雇用創出との関係として既にたと
(136) 山

おりである。かくてヒ ッ トラ一政権は，企業家集団の支持を一方で確保しつつ，他方ではその独自 

の意図をこれに秘め，猶丑大衆に向かって「藤用の創出J を政策象徴として揭ことができたの 

である。 ,
その際ヒットラーには，照用創出計画，就中，ァゥトバ^ンの趙設の如き大媒模計画の実行が大

' (137)
衆の心理に作用してr信頼感を覚醒させる」という認識があった。既に見たように,前年春以来の 

諸政権の雇用創出政策が都市や農村のレヴ:n ルで成果を挙げ始めるのは，ヒットラー政権成立以後 

のことである。ナツィスは，他者の蔣いた® 子から果実を得ることができたのである。しかし，漸 

く芽生えた大衆の支持を一層確笑なものとするためには，「来たるべき冬を経済の面で持ちこたえ
(138)

ること，失業者を再度増大せしめぬごとJ が絶対に不可欠であった。かくてヒットラー政権は,，6 
月以後厳寧期に向かって第二次ラインハルト計画（9 月21日）を含む幾つかの雇用創出政策の措置 

(139) 
を衆-中的に講じ，ァゥトバーンの建設を精力的に進めてゆくことになる。第一次ラインハルト計画 

に始まる一連のナツィスの雇用創出政策は，このようにして大衆の支持の確固たる形成を指向し 

また，これに成功したのである。

' . (経済学部教授）

注 (135) Schulthess* Europaischer Geschichtskalender, Bd. 74 (1933), S . 151〜 2 vom 1 , Juni 1933.
( 1 3 6 ) この点に関速して猶， 自発的労働率仕に触れておかねぱならな、、。 プリューニンク政権がこの自発的労働奉仕を廣 

用創出政策の一環として利；n しようとしたととは，既に本稿I の(2》においてたとおりでもる。また， ドイッ:1：業全国 

速盟は，同様の立場から更にこれを労f勤奉仕義務として制波化するごとを求めていた。7)&掲注(80)参照。ヒットラー政 

権のもとでほ，照;》創出政策からは切離されたが，労働-奉仕義務としてこれを制度化する準備がとの時期にに始めら 

れていた。しかし，その役割は，明確にナッイスの立楊からする思想統制の場としてであった。"Vermerk uber die 
Chefbesprechung unter dem Vorsitz des Herrn Reichskanzlera am 4. April 1933. Beratungsgegonstand: Fragcn 
der Arbeitsdienstpllicht und Jug'enderttichtig'ung", in： BA, R43II/516.

(137) 1933ィ自月IS日の*■アウトバーンその他の道路JJi設?が菜の資金調速J に関する協議での究言* ..Vermerk, den 22, 
September 33", in: BA, R43II/503 による。 -  、

CL38) 9 jU 9 l;iの叫議でのヒットラーの発言。RA, K43I/1465, D793701'.
( 1 3 9 ) その立法の概55!は Reinhardt, F., Die ArbdtsscklacIU der Reichsregierung, Berlin 1933 を参照。

U (10 6)

1I
imI
■pII
i
1
W
隨

I

■

英米経済史学界の動向

中 村 勝 己

本稿は；t 近における英米経済史学界の動向のうち，

般的な動向に限って述べたものである。一*層立入っ 

た尊門的研究領域に関する諸問題については，次の機 

会に述べることにする。

1. 英米経済史学界の動向

{り英米商国の図書館を利用して感じる最初の印象 

は，それらが驚くべく充実していることである。たと 

えぱ, H arvard大学の W id en er図書館は数百方の 

:蔵書をもつと、われ，ますこBaker Libraryは*蔵書数 

は約45万 と 、われている。' イギリスのBritishMuseiun 
の蔵書数は約 700 万，London School of Economics の 

''図書館 'British Library of Political and Economic 
'.Science の蔵書数は約 200 万， Institute of Historical 
Research (University of London) の蔵書数は約 20 万と 

'いわれている。筆者の専攻領域である経済史に開して 

'いえぱ，自国の出版物についてみる限りでは，収蔵さ 

れていないものは殆んどな\/、位であゥ.た。完全または 

完全に近い図書館を1 つ持つことが一国の学問にとっ 

てどれほど決定的に重耍であるかは，こうした図書館 

を利用した経験をもつ者ならぱ誰でも思い知らされる 

普であり，’その意義はどれ程強調しても足りない程で 

ある。それはまた大学間の研究条件の格差をかなりの. 
程度まで平均化する作用をもち，更にまた大学を離れ 

た研究者に研究の便宜を提供している。これらの図書 

館は， ドイツ入学者が、うような"金銭"によっての 

み出来たのではなく，多くの学者，研究機関，学生の 

父兄などの好意と愛情とにより支えられている侧而も 

もることを決して無視出来ない，

维者はロンドン大学Senate H ou seで開他され 

.た Anglo-American Conference of Historians (1972) , お 

よびレスタ一大学で開催されたUrban History Coil- 
rference (1973) , 同じく Efxmoniic History Conference

(1973)に出席したが，何れの学会大会でも出席者の精 

励と想iE正しさ，討論における報告者の率直さと，質 

問者の丁重ななかにも辛辣痛烈な批判とが印象的であ 

ゥた。教授クラスの報告は個別研究をふまえた包括6.勺 
なものであったのに対し若手研究者の報告は狭く深 

く限定的であった。質問者の批は何れも，我が国の 

場合とは正反対に，細部に五り具体的で，坤方史的研 

究をふまえたものであゥた。そしてこうした射説の結 

果，反って歴史理諭ないし比較史的考察への道がきり. 
ひらかれることになったのは興味深かったb 新しい研 

究分賊である"urban.history" には社会学系と経済史 

系の研究者力'碰存し経済史家は furban historiansは’ 
余りにも社会学的だJ と批判していた。

• ね》 イギリスでは，地方史協会や州史料館（county 
record office)の充実とその出版物の水準の向上は,顕著 

である。地方史研究者は嘗ては鄉士史家-̂ 、あったが，

今日では大学で填 門̂的調練を受けた歴史家が,州史料 

館 *展史協会の所蔵史料を分析して学位論文を書き， 

そのるものは地方史雑誌に要約して掲載されるよう 

になった。しかも個別研究の密度力’溢々高くなって来 

ているが故に,研究者は安んじて個別研究に没頭出来 

ることになるというわけである，アメリカでも事情は 

同様ではあるが，地方史的研究の密度が東部に関し^  
はかなり高いが，全圓的には未だ低いにも拘らず，経 

资学の揪響で全在的把握を急ぐ傾向が出て来ているの 

は望ましいとはいえないであろう。経済史学の発展の 

ためには，史料の鬼集とその分析の蓄積が不nr火なの 

である。

(4》 イギ5)スの経済史学界では農業史，土地制度史 

の比重は極めて高く，時代的にも特定の時期に集中し 

ていない。アメ リ力の"Agricultural History" (1924〜） 

は，創 TU はイギリスの'‘Agricultural History Review" 
(1953〜〉よりもかなり古いが，農業技術史とtei別経営 

史の比Ifiがより高い。アメリ力で近い将来においてH.

も

4 b (107)


